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ライフサイエンス分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀うつ病の遺伝的解明のための大型プロジェクト
　うつ病は、世界で約１億 2,000 万人の人々が罹病し、社会的影響が大きいにも拘らず、
現行の治療薬の効果は不十分であり、新たな薬物の創出が望まれている。欧州連合は、
うつ病を含む気分障害の原因遺伝子の解明から、創薬の活路を開こうという大規模計画
NEWMOODを開始した。６期フレームワークプログラム（2002～ 2006年）の予算から、
730万ユーロが拠出され、加盟 10カ国から 13の研究機関が参与する予定である。
膂発生におけるアポトーシスの分子メカニズムの解明 
　―アポトーシスを起こした細胞を認識するマクロファージの受容体は
　　器官発生に必須である―
　アポトーシスを起こした細胞の表層にはホスファチジルセリンという分子が出現し、こ
れを目印にして、マクロファージは細胞を認識し除去すると考えられている。この目印分
子を認識するのは、ホスファチジルセリン受容体であり、この受容体の役割は試験管内の
実験では確認されていたが、生体内での役割は明らかにされていなかった。この受容体の
遺伝子破壊マウスが作成された、マウスの肝臓の血液細胞の分化と胸腺の発生において阻
害が観察された。今後はマクロファージによる細胞除去が起こらないと、どうして器官発
生が阻害されるのかを明らかにすることが期待される。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀対角40インチの有機ELディスプレイが開発される
　テレビ放送のデジタル化は、高品質の映像に対応する高画質かつ大画面のディスプレイ
への転換を促し、従来のブラウン管に代わる液晶やプラズマ方式が大きく伸びている。こ
うした中、有機ELでも 40インチ薄型ディスプレイが開発された。これは４枚の多結晶
薄膜トランジスタ基板を張り合わせ、インクジェット技術により高分子系の有機EL材料
を一括で形成したもので、2007年にテレビとしての製品化が目指される。有機ELディス
プレイは、既に携帯電話等の小型サイズで実用化され、その潜在能力の高さには期待も大
きいが、テレビのような大画面への応用には改善すべき点も多い。今回の開発は大画面薄
型ディスプレイの第３の有力候補への道を拓いたものとして注目される。
膂生活習慣病発症リスクの個人別予測システムの開発
　生活習慣病の予防には本人の日常の取り組みが不可欠であり、それには事前に発症の
可能性を個人ごとに熟知することが重要である。このような状況において九州大学と譁
NTTデータは、個人の健康診断（健診）情報から、今後 10年の間に生活習慣病が発症す
るリスクを予測するシステムを開発した。本システムは九州大学が福岡県久山町で長期に
渡って行ってきた健診に関する疫学データを基にしており、基本データの精度が高いこと
と共に、久山町住民の健康状態分布が我が国の代表値に近いこと、リスク予測は一般的な
健康診断項目を用いていることなどを特徴としている。このため他地域でも容易に適用す
ることができ、今後、医学的根拠に基づく予防の推進に効果を発揮することが期待される。
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環境分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  9
膀蚕やクモは大気中の二酸化炭素を糸に取り込むことが実証される
　―生物学の常識を覆すカイコやクモの特性に関する新たな知見―
　カイコやクモが糸を形成する際に、大気中の二酸化炭素を糸に取り込むことが、農業生
物資源研究所と科学技術振興事業団の共同研究グループによって世界で初めて明らかにさ
れた。同グループは、カイコの繭糸と食物中の炭素の同位体の割合には、0.2％程度の有意
差が存在することを突き止め、それに基づいた実験により、大気中の二酸化炭素を糸に取
り込むことを明らかにした。従来、大気中の二酸化炭素を利用できるのは、光合成をする
植物、光合成細菌、一部の微生物だけと考えられていたが、昆虫にも同様の能力があるこ
とを突き止めたことは、生物学、昆虫学上の新たな発見である。生物が巧みに生命を維持
する未知のメカニズムや、新たな特性に関する研究の先鞭となるものである。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  10
膀スピン注入磁化反転によるスピントロニクスの進展
　スピントロニクス（スピンエレクトロニクス）は、従来の電子エレクトロニクスに加えて、
電子や核のもつスピンの向き（磁性の方向）を制御することで新デバイスを提案しようと
いうものである。近年、急速に研究対象が広がっており、金属磁性体のみならず、化合物
半導体・シリサイド・同位体等のスピン制御に関する研究も大きな注目を集めている。現
在、スピントロニクスにおける基礎研究の多くは、スピン注入により磁化反転させる方法
に向かっている。最近報告されたブレークスルーは、金属磁性体へのスピン注入で、これ
までの開発例より１～２桁小さい電流でスピンの反転が可能になったことと、有機ELデ
ィスプレイでも用いられる有機発光材料Alq3でスピン注入が可能なことが示されたこと
である。これらの成果は、スピントロニクス研究に弾みを付ける。
エネルギー分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  11
膀分散電源ネットワークシステム実証試験への取り組み
　バイオマス、太陽光、風力等の自然エネルギーによる分散電源システムの技術実証を狙
いに、青森県八戸市で、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託を受けた
通称「マイクログリッド」と呼ばれる複合エネルギーネットワークシステム試験が、平成
15年から５年間の予定で稼動している。これは、下水処理場の汚泥の発酵によるメタン
ガスから電気・熱を作り、近隣の公共施設へ供給し、また公共施設では、それぞれ太陽光
発電及び風力発電を設置し、「気候」「電力需要」「発電可能量」「ガス発生量」など多くの
変動要素を抱えるシステムを適正に制御する技術の開発を行う。地域の実際の需要に、昼
夜を問わず分散電源のみで応ずる電力供給方式実証は、世界初の試みであり、将来の自然
エネルギー分散電源の普及や自然エネルギーを活用した循環型社会形成に向けて実証成果
が期待されている。
製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  11
膀高輝度発光ダイオード開発・製造競争と普及・標準化の動向
　次世代の照明等として期待されているLEDは、価格、輝度、周辺技術においてまだ
課題を抱えているものの、2008年には一般照明として実用化され、2010年には早くも約
1,000億円の省エネ効果を生み出すと言われている。欧米、台湾、韓国の技術開発や生産の
追い上げも激しく、メガコンペティションの様相である。これに対応して我が国では、大
学や独立行政法人研究機関をアドバイザーとした、企業によるLED照明推進協議会が設
立され、製造技術の優位を背景に、LED照明の世界標準を目指した取り組みが期待される。
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フロンティア分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  12
膀地球惑星科学関連学会合同大会が開催される－宇宙生存圏科学を提唱－
　地球惑星科学関連学会 2004 年合同大会が平成 16年 5月 9日～ 13日に開催された。今
回の大会では、宇宙放射線・宇宙デブリ・電磁プラズマなどが地球上の生命に及ぼす影響
を研究する「宇宙生存圏科学」という新しいキーワードが提示されたことが特筆される。
研究発表では多数の興味深い報告があった。国際北極圏研究センター所長赤祖父俊一博士
は、太陽黒点の生成プロセスが定説である内部からの浮揚ではなく、ハリケーンのように
太陽表面で形成されるとしても最近の観測結果は矛盾なく説明できると新しい知見を披露
した。この他、地球内部の地殻・マントル・核の相互作用、海洋底で発生する地震の観測、
月や水星の観測に向けた技術開発などがあった。
遺伝子サイレンシング研究の動向　　　̶̶ 13
　遺伝子の発現と抑制のメカニズムの解明は、近年、目覚ましく発展している研究領域
である。中でも遺伝子抑制のメカニズムの解明は、「遺伝子サイレンシング研究（gene 
silencing）」と呼ばれており、ゲノムDNA自体の変化を伴わない遺伝子抑制を研究対象に
している。
　遺伝子サイレンシング研究が盛んになった理由は、遺伝子の発現を自由に制御できるよ
うな技術の開発は、様々な疾病の予防や治療を可能とする新薬の開発につながると期待さ
れたことによる。
　「遺伝子サイレンシング」という現象が初めて報告されたのは 1990年であり、植物研究
の領域からであった。その後、1998年から線虫を対象にして、本格的に研究が開始され、
2001年までに基本的な遺伝子サイレンシングのメカニズムは明らかになった。
　2002 年からの遺伝子サイレンシング研究は、ヒト病態モデル動物を用いた疾患治療を
目指した応用研究へと研究のフェーズをシフトし、近い将来において臨床研究のフェーズ
に移行するのではないかと推測される。
　遺伝子サイレンシング研究領域は特徴として、複数の領域が融合することにより拡大し
た領域であることが論文データ分析から示され、論文数が急増していることから、急速に
発展している研究領域であることがわかった。また、論文の総被引用数から当該領域をリ
ードしているのは米国であることが示されたが、近年日本の研究者による総被引用数が急
増しており、日本においても当該領域が急速に進展していることが示された。
　順調に基礎研究から臨床研究に向けて研究フェーズを移行しているかにみえる「遺伝子
サイレンシング研究」には、基礎研究や応用研究において未解決の様々な研究課題がある。
　医療に向けた遺伝子サイレンシング研究の進展のためには、これらの未解決課題を解
決する必要があり、そのためには、応用研究や臨床研究だけでなく、基礎研究、特に課題
解決型の基礎研究を行う必要がある。なぜなら、「遺伝子サイレンシング」という現象は、
全ての生物に共通な生命現象の根本であり、基礎的な研究による原理原則の解明をなくし
て、未知の研究課題を解決することはできないからである。
　また、当該領域は、他の研究領域の研究を取り入れることにより、ブレークスルーを起
こしてきたので、異分野の研究者同士が情報交換を容易に行うことができる場の構築も当
該領域を進展させるために重要であると考えられる。
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情報処理教育カリキュラムの動向と課題　　̶̶ 24
　現在、産業・行政・学術研究から日常生活に至る殆どの活動が「ソフトウエア」に支え
られている。ソフトウエアの生産の規模は国内で 20兆円程度あり、多様な産業分野にお
いて波及効果も大きい。ソフトウエア生産に関する技術力は、国の競争力にとっても重要
であるという認識が高まっている。現在、我が国の大学で情報処理関連の専門教育を受け
る学生は年間1万人を超える。本稿では、その専門教育の内容を検討する。
　先導する米国では、世界最大規模の計算機学会であるACMが、CC2001 と呼ばれるモ
デルカリキュラムを３年前に策定した。カリキュラムが以前のモデルと最も異なる点は、
ソフトウエア生産に直結する「ソフトウエア・エンジニアリング」分野の内容を充実させ
ている点である。その背景には、多様な事業分野への情報技術の浸透と、ソフトウエア設
計・生産技術の急速な進展がある。
　一方、国内の教育カリキュラムではこの分野の比重は小さいため、産業界の実情にあわ
せた人材教育を行うためには、この分野の教育内容をより充実させる必要がある。専門教
育カリキュラムを改善するための方策には、JABEEなどの基準に基づくアクレディテー
ション（外部評価）の実施を促す方向がある。しかし、米国の実情をもとに設計された評
価体制は必ずしも我が国の実情に合わないため、現状で基準を満たすのは困難である。
　こうした状況を踏まえて、大規模な組織変更等をともなわないで、ソフトウエア・エン
ジニア分野で産業界のニーズに合致した教育を実施するための方策を提言した。まず教員
のインセンティブを促す方策として人事考査上の柔軟な対応、教育内容の充実に向けた研
修制度の導入、実務家による教育支援などが考えられる。つぎに学生に対しては、既存の
技術士などの資格制度とカリキュラムの関連性を強化すること、就職活動に直結したイン
ターンシップの導入、技能に対する賃金上の積極的な評価などである。
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世界をリードする
日本型ゼロエミッション・システムの動向　　̶ 31
̶素材型産業を中核とする循環の形成̶
　日本では「ゼロエミッション」の概念の基に、多くの循環システムが生まれた。特に注
目されるのは、鉄鋼業やセメント製造業、非鉄精錬業などの素材型産業を中核とした循環
システムの形成である。一方世界に目を向けてみると、ゼロエミッションと同様の思想で
あるEco Industrial Park（EIP）の実証地が米国などでは指定されている。その他デンマ
ークのKalundborgは多産業の連鎖システム形成の事例として有名であるが、成功事例は
多くない。素材型産業を中核とした日本のシステムは、量的規模や廃棄物処理その他への
貢献度の点で世界的に類を見ないものである。
　では、なぜ日本ではこのようなシステムが形成されたのであろうか。要因としては、主
に三つが挙げられる。まず第一に、既存のプロセスを活用することで初期投資が必要なか
ったこと、廃棄物処理法上の「処理業」の許可を取得することで廃棄物処理料を受け取る
ことができるようにし、生産産業から一部廃棄物処理業への事業拡大を図ったこと、「エ
コタウン地域」への指定等によって新規に施設を建設する際に国の助成を受けることがで
きたことなどによって、圧倒的に優位な経済的条件にあったことである。第二に、拡大生
産者責任（EPR）の下に制定された容器包装リサイクル法や家電リサイクル法などの個別
リサイクル法によって、物が強制的に回収され供給される体制が整い、製造者や排出者が
支払う費用を使って「再商品化」が可能であったという環境政策的要因である。第三には、
共に有害物質対策が可能な高温の熱プロセスを有し、大量の廃棄物等を受け入れ可能なポ
テンシャルをもつという技術的要因である。
　今後、このような日本の技術システムをさらに進化させるためには、素材型産業プロセ
スに連結するための質転換プロセスの研究開発が必要である。廃棄物の溶融プロセスから
生じる銅や亜鉛、鉛を高品位に含む溶融飛灰を非鉄精錬プロセスに山元還元するシステム
や、容器包装プラスチックを熱分解ガス化し、水素に転換してアンモニア製造等の化学コ
ンビナートに連結するシステムが好例である。どちらも熱分解ガス化溶融プロセスが質転
換プロセスとしてキーテクノロジーになっている。
　複雑な性状をもつ混合系の廃棄物をこのような新しい質転換プロセスを通して素材型産
業に連結させたシステムは、それを成立させる先述の社会経済条件を含めて日本型の産業
システムモデルとして世界に提案できる可能性があり、世界市場を睨んだ新しい質転換プ
ロセスの研究開発や海外への技術移転等を国としても積極的に支援することが望まれる。
特集̶３
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構造物保全技術と
リスクベースメンテナンス（RBM）　　̶ 40
　昨今、大きな産業事故の発生など、我が国の産業設備の安全に関する信頼が揺らいでいる。
すでに成熟社会となりつつある我が国は、膨大な社会・産業資産としての構造物を有して
おり、これらの構造物を大切に維持、活用することが重要な時代になっていると考えられる。
　最近の事故の原因として、構造物の老朽化、保全関係技術者の減少、技術伝承の不備、
時代遅れの規制などの問題が指摘されている。一方で、国際競争の激化の中で、すべての
製造業においてコストダウンは必須である。また、社会インフラにおいても老朽化した構
造物において安全を損なうことなく、低コストで維持することが求められている。産業の
みならず社会インフラを含めた構造物維持のための合理的保全の重要性を認識しなければ
ならないといえる。
　産業インフラの主構成材料である鉄鋼では、長い歴史の中で事故の原因となる破損機構
はほとんど解明され、寿命予測技術の研究も行われてきた。これら研究成果を広く誰でも
が容易に使える手段にしていくことが必要であるが、近年、これら保全関係領域では、研
究開発が衰退し、人材の不足も著しい。コンクリートでは、破損の機構はほぼ解明されて
いるが、寿命予測技術はようやく研究の緒についたところである。
　上述の状況から、鉄鋼およびコンクリート構造物の保全に関する技術開発、人材育成、
規格基準化を含めた科学技術政策を検討することが急務と考えられる。具体的に以下の政
策を提言する。
① 保全技術のうち寿命予測手法、リスク評価手法（ソフト）および保全関係（破損事例、
材料特性など）データベースは、誰でもが使用できて、且つ広くコンセンサスがえられ
る評価基準でなくてはならない。また、国の責任において保全されるげき社会インフラ
が多い。従って、これらの開発には国の研究開発予算を投入すべきである。差し当たっ
て産学官が一致して関心を寄せているリスクベースメンテナンス（RBM）の研究を国
の予算で推進するのが効果的と考える。
② 保全に関する工学は成熟分野であり、研究的魅力が薄れ、学生の関心も低くなっている
領域であるが、構造物を安全に維持するために不可欠な工学分野である。
　 　これらの工学を安全という新たな視点から捉えて、社会科学分野を含めた新しい研究
開発、学問領域とすることが可能であると考えられる。欧米でも体系化されていない保
全を学問体系化し、大学院に保全学専攻課程または保全技術研究センターを設置して、
国内外の広範囲な人材を集めて研究、教育を促進することが必要である。
③ 保全関連基準の整備および技術進歩に合致した規格、基準の速やかな制定および改定を
官民一体となって実施することが必要である。
④ 保全技術者が減少する中で、少数の技術者の質を確保する意味で、学協会による保全関
連の技術者資格認定を国の政策として積極的に推進する必要がある。
特集̶４
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導入マウスは、現行のモデル動物
よりも正確に、ヒトの抑うつ発症
機構を再現する可能性があり、候
補遺伝子の選別実験と遺伝子導入
マウスによる検証実験を繰り返せ
ば、うつ病の原因物質に辿り着く
と予測されている。うつ病の発病
機構に関与する分子が同定されれ
ば、診断薬や治療薬の創出に繋が
る事が期待される。
（参考文献：Nature，Science update，
CORDIS News service）
（味の素譁　都河 龍一郎氏より）
膂 発生におけるアポトー
シスの分子メカニズム
の解明　―アポトーシス
を起こした細胞を認識す
るマクロファージの受容体
は器官発生に必須である｜
　アポトーシス（細胞死）を起こし
た細胞は、マクロファージによって
速やかに除去される。この現象は自
然免疫応答のひとつに位置づけら
れ、細胞や組織の損傷を導く炎症
反応を阻止するために重要である。
　アポトーシスを起こした細胞の
表層にはホスファチジルセリンと
いう分子が出現し、これを目印に
して、マクロファージはアポトー
シスを起こした細胞を認識すると
考えられている。マクロファージ
プログラム（2002～ 2006年）中の、
生命科学・ゲノミックス・生命工
学予算として 730万ユーロが拠出
される。10カ国から 13の研究機
関が参与する予定である。
　NEWMOOD計画は、うつ病の
発病に関与する物質の遺伝子を同
定することにより、モデル動物を
開発し、診断薬・治療薬の創出を
目指すものである。先ず、マウス
やラットのゲノムから、うつ病に
関与すると予測される遺伝子 800
を選び、個々にマイクロチップ上
の微小区分に固定する。体内では、
マイクロチップと反応し得る様々
な遺伝子が発現しているが、うつ
病に関連した遺伝子は、抑うつ状
態と健常状態で発現量が変動して
いる可能性がある。このような遺
伝子を、反応強度の変化を指標に
マイクロチップ上から選別する。
これをマウスに導入し、生体段階
でうつ状態の発症に関連する可能
性の高い遺伝子を選ぶ。更には、
候補遺伝子に相当するヒトの遺伝
子が、病態に関連している可能性
を解析する。
　現在モデル動物としては、人為
的なストレスを加え、刺激に対す
る反応性や運動量を低下させたラ
ットが汎用されているが、真にヒ
トの抑うつ状態を反映しているか
確証は無い。上記のような遺伝子
膀 うつ病の遺伝的解明の
ための大型プロジェクト
　うつ病は、精神活動や運動の抑
止と自律神経障害を主症状とし、
社会からの引きこもりや自殺の要
因となっている。厚生労働省の報
告によると、国内のうつを含む気
分障害患者数は約44万人、入院・
通院患者数は約 3万人であり、増
加傾向にある。世界の罹病者は、
１億 2,000 万人に達する。病因に
関しては、50年近く前に提出され
たモノアミン仮説以来、大きな進
展は無く、過去 30年間、新たな
作用原理に基づく治療薬は創出さ
れていない。現行の薬剤（抗うつ
病薬）は、脳の神経伝達物質であ
るセロトニンの伝達効果を賦活す
るものであるが、効果が出るまで
２週間以上要し、罹病者の半数に
しか効果が無い。このため、新た
な観点から、多数の患者に有効な
治療効果をもたらす薬剤を創出す
る事が期待されている。
　本年４月にベルリンで開催
されたヒトゲノム会議を契機
に、うつ病を遺伝子レベルで解
明する、欧州連合の大規模計画
NEWMOOD（New molecule in 
mood disorders）が開始された。
欧州連合の第６期フレームワーク
科学技術
トピックス
　以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調
査員の投稿（６月号は 2004 年５月８日より６月４日
まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめ
たものです。センターにおいて、関連する複数の投稿
をまとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集す
るため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。
ただし、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご
了解を得て、記名により掲載しています。
ライフサイエンス分野
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膀 対角 40インチの有機
ELディスプレイが開発
される
　テレビ放送のデジタル化によ
り、家庭に送られてくる映像の解
像度等の品質が向上する。これに
伴いテレビのディスプレイには、
映像を高精細なまま表示する性能
が求められている。高解像度の映
像は同時に、大画面化に対する要
求も喚起する事になる。従来のブ
ラウン管方式のテレビでは、奥行
きサイズや重量の増大等からこれ
らの要求に十分に対応する事が出
来ず、代わって液晶（LCD）や
プラズマ（PDP）方式の薄型テレ
ビが注目されている。液晶方式で
は、かつて不得意とされた動画表
示特性も液晶材料や駆動方法の工
夫によって改善され、またガラス
基板の大型化により30インチ以
上の大画面化も実用的な価格にな
ってきた。一方、プラズマ方式で
は発光効率の改善により、大画面
でも実用的な消費電力にて、本来
有する高画質の表示が可能となっ
てきた。この様な状況で、潜在能
力は期待されながらも大型化で課
題があった有機電界発光（EL；
Electroluminescence）方式の 40イ
ンチの大型ディスプレイの開発がセ
イコーエプソン譁から発表された。
　発表によるとセイコーエプソ
ンは、20 インチの多結晶薄膜ト
ランジスタ基板を４枚張り合わせ
た後に、インクジェット技術によ
って高分子系の有機EL材料を一
括で形成している。有機EL材料
は、低分子系の材料を蒸着法にて
形成する発表が多く、これには真
空や基板加熱が必要となる場合が
多い。インクジェット技術で材料
を塗布する方法は、真空状態が不
要で、室温で形成出来る事等から
大型化に有利とされていたが、こ
のサイズで初めて実証される事に
なった。試作品の画素数は 768 ×
1280（注１）、精細度は 38ppi（注２）、
表示可能色数は 26万色で、厚み
は 2.1mmとなっている。材料寿
命は、試作品では 1,000 ～ 2,000
時間との事であるが、同社はテレ
ビをターゲットに製品化を目指す
2007年までには１万時間程度まで
改善出来ると見込んでいる。
　有機ELディスプレイは、既に
携帯電話向け等の小型サイズで実
用化されている。その高コントラ
スト、広視野角、速い応答速度等
優れた視認性に加え、紙のように
薄型軽量化が可能である事から、
次世代テレビ用ディスプレイの
本命技術ともされている。しかし
ながら、他の方式のディスプレイ
に比べて新しい技術（注３）であり、
大画面化や耐久性等では改善すべ
き点も多い。今回の大型化に関す
る技術は、この一つに対処したも
のである。地上波デジタル放送の
本格的な普及が予測される 2006
年以降、薄型テレビの市場を巡っ
て、有機EL方式は第３の有力候
補となる可能性が出てきた。
情報通信分野
は、ホスファチジルセリンを認識
するための受容体として、ホスフ
ァチジルセリン受容体を持つ。試
験管内での実験では、この受容体
がホスファチジルセリンを認識し
て細胞をマクロファージ内に取り
込むことが報告されている。しか
し、生体内におけるホスファチジ
ルセリン受容体の役割はまだ明ら
かではなかった。
　九州大学生体防御医学研究所の
福井教授の研究グループは、ホス
ファチジルセリン受容体の遺伝子
を破壊したマウスを作成し、この
受容体が失われた時の生体に対す
る影響を調べた（Blood，vol.103，
3362‐3364，2004）。
　その結果、遺伝子破壊マウスで
は肝臓の血液細胞の分化と胸腺の
発生において阻害が観察され、発
生段階の途中で死亡することが分
かった。さらに、これらの臓器で
はアポトーシスを起こした細胞の
マクロファージによる除去が低下
していた。
　この論文の前に、別のグループ
により、ホスファチジルセリン受
容体遺伝子破壊マウスにおいて、
肺と脳の発生が阻害されること
が報告されている（Science，302
（5650）：1560‐1563，2003）。
　これらの結果を合わせると、「ア
ポトーシスを起こした細胞のマク
ロファージによる除去は、生物が
正常に発生や分化するために必須
の現象である」と理解することが
できる。次の課題は、マクロファ
ージによる除去が起こらないとど
うして器官発生が阻害されるのか
を明らかにすることであろう。ま
た、これまでにホスファチジルセ
リンのようなアポトーシス細胞の
目印となる複数の分子が見つけら
れており、これらの分子と受容体
がどのように使い分けられている
のかも興味の及ぶ点である。
（金沢大学大学院　医学系研究科教
授　中西 義信氏より）
（注１）WXGA（Wide eXtended 
video Graphics Array）規格。縦
横比３：５で、約 100万画素数。
（注２）Pixel Per Inch の略で、
１インチ当たりの画素数を示す。
（注３）ブレークスルーとなった
特許の出願は 1987 年（米イース
トマン・コダック社）、最初の製
品化は 1997 年（パイオニア社）
となっている。
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膂 生活習慣病発症リスク
の個人別予測システム
の開発
　先進国の例に漏れず、我が国で
も疾病の中心は生活習慣病になっ
ている。生活習慣病は、ひとたび
発症すると治療は長期に渡り、本
人の QOL（Quality of Life）低下
をはじめ、医療費の負担増など、
さまざまな点から社会的コストの
増大を招くため、効果的な治療法
の開発と共に、発症の抑止が重要
なポイントとなる。生活習慣病は
文字通り個人の生活習慣に強く依
存するため、その予防には日常か
らの取り組みが不可欠である。そ
のためには、健康診断（健診）な
どを通じて個々の生活習慣病の
危険因子を正確に把握し、発症す
る可能性の高い生活習慣病を健診
受診者自身が事前に熟知すること
が重要である。このような状況に
おいて九州大学は昨年 10月に譁
NTTデータとの共同研究の成果
として、個人の健診情報から生活
習慣病の発症可能性を予測するシ
ステムを開発した（注１）。
　本システムは Framingham 研
究（注２）による解析法を参考に、
九州大学が福岡県久山町で約 40
年間に渡って行ってきた疫学調
査データのうち、最近の 12年間、
約 2,600 名分を基にしている。久
山町の人口構成・職業構成・危険
因子の平均値は全国平均とよく近
似しており、また受診率（40歳以
上の全住民の80％以上が健康診断
を受診）、追跡率（受診者の 99％
以上を追跡調査）、剖検率（死因
を特定するために死亡者の約80％
を解剖）などが極めて高く、疫
学データとして現状で最高の精度
を有している。このデータを解析
し、導出した疾患リスク算出式と、
個々人の年齢・体重・血圧・運動
量・心電図・コレステロールや血
糖値などの健診データから、今後
10年の間に生活習慣病（現在は、
脳梗塞・虚血性心疾患・糖尿病・
高血圧）が発症する可能性を予
測する。従来からある疫学データ
を基にした疾患発症の予測システ
ムの多くは、単一の生活習慣病だ
けを対象にしているのに対し、今
回開発したシステムは脳梗塞・虚
血性心疾患・高血圧・糖尿病など
多岐にわたる生活習慣病の発症確
率を精度の高い疫学データを基に
個々の受診者ごとに算出し、グラ
フや表にしてわかりやすく示して
いる。医師や保健師はその予測状
況に応じて、運動・食事・喫煙な
どの個人の生活習慣を加味したよ
り実証的な健康アドバイスを行う
ことができ、すでに九州大学の医
師が久山町民向けのアドバイスツ
ールとして試用している。また医
療という極めて秘匿性の高い情報
を扱うため、システムへのアクセ
ス者に対する指紋認証機能や、個
人を特定するデータと健康情報と
を分離管理し、万一、片方がクラ
ッキングされても実被害が生じな
いようなセキュリティ確保の対策
も採っている。
　本システムは、基本データの精
度が高いことと共に、久山町住民
の健康状態分布が我が国の代表値
に近いこと、リスク予測は一般的
な健康診断項目を用いていること
などを特徴としている。このため
他地域でも容易に適用することが
でき、今後、医学的根拠に基づく
予防の推進に効果を発揮すること
が期待される。
（注１）本件の一部は第 29回日本脳卒中学会総会で発表されている（佐藤 
新、谷崎弓裕、清原 裕ほか「リスクプロファイルに基づく脳梗塞発症の
予測：久山町研究」平成16年 3月）
（注２）Framingham研究とは、米国ボストン郊外のフラミンガム地区の
住民を対象に、1940 年代から行われてきた世界的に有名な疫学調査・研
究であり、主な研究目的は心血管系疾患の危険因子を探ることである。
膀 蚕やクモは大気中の二
酸化炭素を糸に取り込
むことが実証される
　― 生物学の常識を覆すカ
イコやクモの特性に関
する新たな知見―
　カイコやクモが糸を形成する際
に、大気中の二酸化炭素を糸に取
り込むことが、農業生物資源研究
所と科学技術振興事業団の共同研
究グループによって世界で初めて
明らかにされた。これは、戦略
的創造研究推進事業の研究テーマ
「エネルギーミニマム型高分子形
成システム技術の開発」が進めて
いる研究において発見された。
　カイコは桑の葉を大量に食べ
て、体内に蓄えたたんぱく質を使
って糸を作り、それを材料として
作った繭（まゆ）の中でサナギに
なって過ごす。一般的に昆虫など
の小動物の炭素同位体の割合は、
食べ物と同じ値となるが、同研
究所のグループは、カイコの繭糸
と食物中の炭素の同位体の割合に
環境分野
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膀 スピン注入磁化反転に
よるスピントロニクス
の進展
　スピントロニクス（スピンエレ
クトロニクス）は、従来の電子エ
レクトロニクスに加えて、電子や
核のもつスピンの向き（磁性の方
向）を制御することで新デバイス
の提案を目指すものである。スピ
ントロニクスに関しては、近年、
急速に研究対象が広がっており、
金属磁性体のみならず、化合物半
導体・シリサイド・同位体等のス
ピン制御に関する研究も大きな注
目を集めている。
　現在までに提案されているス
ピン制御方法は、大別すると、素
子の周囲に電流を流すことで発
生させた外部磁場によってスピン
の向きを変える方法（外部磁化反
転法）と、隣り合う半導体層へス
ピンを注入することでスイッチン
グする方法（スピン注入磁化反転
法）に分けられる。前者の方法に
基づくデバイス実現の例として、
MRAM（磁性を用いた不揮発性
メモリ）の開発が進められている
が、この方式では、微細化するほ
ど大きくなる反磁界（内部での反
発）に対抗するためにより大きな
電流を必要とするという問題があ
り、低消費電力の点から改善が必
要である。そこで、スピントロニ
クスにおける基礎研究の多くは、
現在、後者のスピン注入磁化反転
法に向かっている。このスピン注
入磁化反転法における研究開発に
おいて、最近、以下のような２件
のブレークスルーが報告された。
　一つは、C科学技術振興機構の
戦略的創造研究推進事業チーム型
研究（CREST）での研究テーマ「ス
ピン量子ドットメモリ創製のため
の要素技術開発」の成果であり、
金属磁性体からのスピン注入にお
いて、これまで開発されたMRAM
より１～２桁小さい電流でスピン
の反転が可能になった。本チーム
は、Ruと CoFe の二層構造の形
成でフィルタ機能を持った界面層
を創り出し、このフィルタ機能に
よりスピン反転に必要な少数のス
ピンのみを選択的に注入させるこ
とに成功した。この成果は、今後
の金属磁性体を用いたMRAMの
実用化においてコア技術になりう
ると期待される。
　もう一つは、米国ユタ大学から
発表された有機半導体へのスピン
注入に関する発表である（Nature, 
vol.427, p.821（2004））。これまで
の有機磁性体の研究の多くは有
機分子にFeなどの磁性金属元素
を含む錯体に関するものであっ
たが、本研究では有機ELディス
プレイでも用いられるAlq3（tris
（8-hydroxy-quinoline aluminium）
という有機発光材料にスピン注入
が可能であることが示された。こ
の成果は、有機スピントロニクス
という新しい研究分野に発展して
いくと考えられる。
ナノテク・材料分野
は、0.2％程度の有意差が存在する
ことを突き止めた。そこで、大気
中の炭素には１％程度しか含まれ
ていない同位体の割合を大幅に高
めた容器に、それぞれ４種類のカ
イコとジョロウグモを入れて繭を
作らせた。その結果、同位体の割
合が通常の大気条件で作らせた繭
に比べて、できた繭は 2～ 7％多
く、食物から取り入れる炭素の量
の 1,000 分の１程度という微量な
がら、大気中の二酸化炭素も糸に
取り込んでいることがわかった。
また、どのような形で糸の中に二
酸化炭素を取り込んでいるのかを
調べるため、繭糸を構成するアミ
ノ酸に分解し、核磁気共鳴装置に
て測定を行った。その結果、大気
中の二酸化酸素が、繭糸を構成し
ているアミノ酸（アラニン、アス
パラギン酸、セリン及びグリシン）
に取り込まれていることが明らか
となった。
　従来から大気中の二酸化炭素を
利用できるのは、光合成をしてい
る植物、光合成細菌と一部の微生
物だけと考えられていただけに、
昆虫が大気中の二酸化炭素を糸の
中に取り込むということは、生物
学、昆虫学の常識を覆す発見であ
る。生物が巧みに生命を維持して
いくための未知のメカニズムや、
新たな特性に関する研究の先鞭と
なると考えられ、今後の研究が期
待される。
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エネルギー分野
膀 分散電源ネットワーク
システム実証試験への
取り組み
　バイオマス、太陽光、風力等の
自然エネルギーによる分散電源シ
ステムは、地球環境保全に貢献す
るシステムとして期待されている
が、発電が自然環境に依存するこ
と、経済的な競争力が十分でない
ことから、普及はこれからという
状況にある。この分散電源システ
ム技術実証を狙いに、青森県八戸
市では、新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）の委託を
受けた通称「マイクログリッド」
と呼ばれる複合エネルギーネット
ワークシステム試験が、平成15年
から５年間の予定で稼動している。
本実証試験は、青森県、八戸市、
譁三菱総合研究所、三菱電機譁の
４者を研究主体とし、八戸市東部
にある下水処理場、小中学校、八
戸市役所にバイオガスエンジン
発電、太陽光、風力発電設備の分
散電源を設置、資本関係に拠らな
い電力の供給を自営線にて実施す
る。具体的には、八戸市東部下水
処理場の汚泥をメタン発酵させ、
発生するメタンガスを活用して
ガスエンジン３台により一定品質
の電気・熱を作りだし、発電した
510kWの電気を近隣の小中学校や
市庁舎および上水施設に供給、熱
は下水汚泥の発酵促進に利用する
ことで、自然エネルギーを利用し
た電力と熱の供給を行う。また、
下水処理場、小中学校、市庁舎に
は、それぞれ太陽光発電及び風力
発電を設置し、合計 710kWの発
電能力を有するシステムを構築、
さらに、「気候」「電力需要」「発
電可能量」「ガス発生量」など多
くの変動要素を抱えるシステムの
適正制御技術開発を行う。
　マイクログリッドシステムは自
然エネルギーによる分散電源やガ
スエンジン等との複合エネルギー
を情報技術（IT）にて統括制御す
るシステムであり、米国で研究が
すすみつつあり、次のような特徴
が考えられる。
① 電力単価の高い自然エネルギー
分散電源と電力単価の安いガス
エンジン等分散電源等の組み合
わせで電力単価が平準化され、
自然エネルギーの経済性が改善
される。
②  ITの双方向性機能を活用して
安全・安心・快適な地域つく
りが可能となる。
③ 供給範囲が限定された複数の電
源構成による電力供給システム
であるので、災害に強い。
④ 開発途上国に対する電力・熱エ
ネルギー供給では、開発・ニー
ズに合わせたシステム提案が可
能で、投資効果を向上できる。
　八戸市の実証試験はその技術
的な側面を対象としているが、も
うひとつの目的には環境・エネ
ルギー産業創造特区制度を活用
した地域経済活性化もある。地
域の実際の需要に、昼夜を問わ
ず分散電源のみで応ずる電力供
給方式実証は、世界初の試みで
あり、将来の自然エネルギー分
散電源の普及や自然エネルギー
を活用した循環型社会形成に向
けた実証成果ならびに地域経済
活性化が期待されている。
製造技術分野
膀 高輝度発光ダイオード
開発・製造競争と普及・
標準化の動向
　発光ダイオード（LED＝ Light 
Emitting Diode）は、身近な例で
は携帯電話の液晶ディスプレイ
（LCD）のバックライトに最も使
われており、最近は交通信号機
のランプにも利用が拡大しつつあ
る。今後は、自動車を初めとする
交通機器への利用が進み、白熱灯、
蛍光ランプに代わる省エネ型一般
照明用の実用化も 2008 年までに
は見込まれるなど、大きな期待が
寄せられている。
　白色 LEDは三色 RGB の LED
を組み合わせたものと、紫外発
光LEDによって励起される蛍光
体の発光を用いるものがある。両
方式とも光の取り出し効率の向上
の課題があり、後者の方式ではさ
らに紫外発光効率向上の課題があ
る。白色LED室内照明が実用化
されると、消費電力および寿命は、
各々白熱電球の 20％以下と 100
倍、蛍光灯の 60～ 70％と 10 倍
になると見積もられている。2010
年には白熱灯の 6.7％、蛍光灯の
10.8％が白色 LEDに置き換わる
と予測され、その省エネ効果は原
油換算で約 53.2 万 kl ／年、熱量
換算の金額にすると約 1000億円
（「21世紀のあかり計画」事業原
簿より）と考えられる。
　普及が進む携帯電話のパネル照
明向けでは、日亜化学工業譁がト
ップを走るが、欧米、台湾、韓国
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の追い上げに対し、生産能力倍
増に向けた体制を整えてコスト競
争力を高める構えである。白色
LEDの 2010 年での日本の生産量
は 5,000 億円と見られている。
　赤色 LEDでは、本年 4月ドイ
ツのオスラム・オプト・セミコン
ダクター社がAlGaInP 系の化合
物半導体を用いて、波長 618nm
で 100ルーメン /Wの照明効率と
いう世界最高出力のものを開発し
た。2005 年度には量産化し、自
動車のストップランプや信号機に
用いる計画である。赤色LEDの
高出力化競争のライバルである
米国Lumileds 社はより波長の短
い（人間の視感度の高い）領域の
デバイスを狙っている。窒化物系
で In組成を高めることで青色（紫
色）の側から高輝度LEDの長波
長化が進み、一方で、赤色側から
も短波長・高輝度化が進むことで、
LEDの可視領域制覇は近いと見
られる。
　このように、LEDは世界的にメ
ガコンペティションの様相を呈し
ている。こうした中、わが国では、
大学や独立行政法人研究機関をア
ドバイザーとし、企業によるLED
照明推進協議会が6月 9日に設立
された。この協議会は、日本製品
のデファクトスタンダード化を図
り、製品・技術のデータベース構
築、標準化推進活動により規格作
りの基盤の構築、LED普及戦略
や技術ロードマップの策定、LED
関係技術開発プロジェクトの関係
省庁への提案などを目的としてい
る。日本の製造技術の優位を背景
として、LED照明の世界標準を目
指した取り組みが期待される。
フロンティア分野
膀 地球惑星科学関連学会
合同大会が開催される
―宇宙生存圏科学を提唱―
　地球惑星科学関連学会の合同大
会は 1990 年から始まり、今年で
15回目を迎えた。最初は4学会が
合同して東京工業大学内で開催し
たのがきっかけで、その後参加団
体が増え、現在では日本海洋学会、
日本地震学会、地球電磁気・地球
惑星圏学会など 20学会を数える。
第 15回となる 2004 年合同大会は
平成 16年 5月 9日～ 13日の 5日
間にわたり、千葉市の幕張メッセ
国際会議場で開催され、2,000 件
以上の発表があった。
　今回の大会では、「宇宙生存圏
科学」という新しいキーワードが
提示された。「宇宙生存圏科学」は、
宇宙ステーションなど宇宙空間に
おける有人活動だけでなく、地球
上の生命の維持を考える上で宇宙
放射線・宇宙デブリ・電磁プラズ
マなどが生命に及ぼす影響を研究
するものである。
　宇宙天気のセッションではアラ
スカにある国際北極圏研究センタ
ー所長の赤祖父俊一博士が１時間
にわたり招待講演を行い、太陽の
黒点の生成プロセスについて、教
科書で説明されているような内
部からの浮揚で生成するのではな
く、ハリケーンのように太陽表面
で形成されるとしても、最近の観
測結果を矛盾なく説明できるとい
う新しい知見を披露した。
　この他のセッションからごく一
部の内容を紹介する。①地球内部
科学のセッションでは「地球深部
ダイナミクス」としてプレート・
マントル・核の相互作用に関す
る研究が多数発表された。②海洋
底地球科学のセッションでは深海
探査データに基づき、プレートテ
クトニクス、海山生成、海底火山
活動、海底地震など注目スポット
の地球物理的解析結果が多数発表
された。③宇宙惑星観測技術のセ
ッションでは欧州と日本が共同開
発する水星探査衛星ベピコロンボ
（BepiColombo）計画のうち、日
本が開発を担当する水星磁気圏探
査機（MMO）の観測機器の候補
について紹介があった。④惑星科
学のセッションでは「月の科学と
探査」として、月周回衛星セレー
ネ（SELENE）の試験実施状況、
SELENEの 15 種類のミッション
機器のうち月の極域観測（水の存
在の探査）に関係する４種類の機
器の紹介があった。
　多くの若手研究者が地道なフィ
ールドワークを行って、その成果
を発表し、隣接分野とも交流を行
っていることは、今後のわが国の
科学技術発展の基盤になると期待
される。
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特集膀
遺伝子サイレンシング研究の動向
ライフサイエンス・医療ユニット　伊藤　裕子
1．はじめに
　ゲノム研究の進展によって、
DNA マイクロアレイなどを用い
て、一度に多くの遺伝子の発現
や抑制の状態を知ることができる
ようになってきた。その結果、生
体内の全ての細胞で同じように全
ての遺伝子が発現しているのでは
なく、細胞ごとに遺伝子の発現パ
ターンが異なることがわかってき
た。皮膚の細胞と肝臓の細胞では、
発現している遺伝子が異なってい
る。このことは、生体内に遺伝子
の発現を調節するメカニズムが存
在することを示している。
　がん疾患において、がんが発
生した組織や臓器のがん細胞と
正常細胞を比較すると、正常の細
胞では発現が抑制されている遺伝
子が、がん細胞では発現し、逆
に正常細胞では発現している遺伝
子が、がん細胞では抑制されてい
ることが報告されている。このよ
うに、遺伝子発現の異常とがんの
発症は関連があると考えられてい
る。また、がん以外の多くの生活
習慣病（糖尿病など）においても、
遺伝子の発現と抑制の異常が疾病
の発症に関係があることが示唆さ
れている。
　遺伝子の発現と抑制のメカニズ
ムの解明は、近年、目覚ましく発
展している研究領域である。中で
も遺伝子抑制のメカニズムの解明
は、「遺伝子サイレンシング研究 
（gene silencing）」と呼ばれており、
ゲノム DNA 自体の変化（変異）
を伴わないで生じる遺伝子抑制を
研究対象にしている。
遺伝子サイレンシング研究の領域
に含まれる研究内容は、図１に示
すように、DNA メチル化、クロ
マチン修飾、染色体の構造変化、
RNA を介した遺伝子の発現抑制
（RNA 干渉）など多岐にわたる１）。
　遺伝子抑制のメカニズムの解明
研究が盛んになった理由は、遺伝
子の発現を自由に制御できるよう
な技術の開発は、様々な疾病の治
療を可能とする新薬の開発につな
がると期待されたことによる。
　現在、遺伝子の発現を抑制する
ために、人工的に合成した核酸化
合物を細胞内に導入して、遺伝子
の転写や翻訳を物理的に阻害する
ことが行われている。代表的な核
酸化合物は、一本鎖の合成 DNA
や RNA および RNA 酵素（リボ
ザイム）である。近年は、遺伝
子の抑制効果が高くかつ安定であ
るとされる「小さな二本鎖 RNA」
が注目を集めている。
　「小さな二本鎖 RNA」の遺伝子
抑制メカニズムは、これまでの核
酸化合物による抑制メカニズムと
は異なり、生体内に存在する遺伝
子抑制メカニズムを利用している
ことが近年報告された。これによ
って、遺伝子抑制のメカニズムの
解明研究は進展し、「遺伝子サイ
レンシング」研究領域は拡大した。
　本論では、遺伝子サイレンシ
ング研究領域の研究動向を、小さ
な二本鎖 RNA のメカニズムの研
究を中心に解説し、さらに医薬品
開発に向けての遺伝子サイレンシ
ング研究領域の将来性について考
え、当該領域の更なる発展のため
の方策を検討する。
　図表１　遺伝子サイレンシング研究領域に含まれる
 研究内容
研究対象 主な研究内容
ゲノムDNA自体の変化を
伴わない遺伝子発現の抑制
メカニズム
DNAメチル化、
クロマチン修飾、
染色体の構造変化、
RNA干渉（RNAi）、siRNA
核酸化合物による遺伝子発現抑制等
科学技術動向研究センターにて作成
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　本節では、1990 年に初めて「遺
伝子サイレンシング」という現象
が報告されてから、2001 年までの
約 10 年間の遺伝子サイレンシン
グ研究（基礎研究）について簡単
に解説し、本研究領域のブレーク
スルーとなった研究を示す。
２‐１
遺伝子サイレンシング研究は
植物から始まった
　遺伝子の発現が抑制される現象
は「遺伝子サイレンシング（gene 
silencing）」と呼ばれ、この最初
の例は 1990 年に植物において報
告された２，３）。
　これは偶然に近い形で発見され
た。濃い色の花を人工的に作成す
るためにペチュニアに紫色の色素
合成に関与する遺伝子を導入した
ところ、予想に反して白色の花が
得られた。これは、遺伝子導入に
よって過剰発現した遺伝子が、元
来保持していた色素遺伝子の発現
を抑制したと考えられた。
　その後、この遺伝子サイレンシ
ングのメカニズムの研究が続けら
れ、これは DNA が抑制された結
果ではなく、RNA が抑制された
ことによる可能性が示唆された。
２‐２
二本鎖RNAによる
遺伝子サイレンシング研究が
線虫で始まった
　外部から導入した一本鎖 RNA
が細胞内の遺伝子発現を抑制でき
ることは、1985 年に報告４）され
ていたが、二本鎖 RNA が遺伝子
抑制に直接関与していることが明
らかにされたのは 1998 年である。
　線虫の細胞中に 300k 塩基以上
の大きな二本鎖 RNA を導入した
ところ、一本鎖 RNA を導入した
時に比較して、より選択的かつ効
率的に遺伝子抑制が生じることが
わかった５，６）。
　この二本鎖 RNA による遺伝子
の発現抑制の現象は「RNAi（RNA 
interference、RNA 干渉）」と名
付けられ、ヒドラ、ショウジョ
ウバエなどの無脊椎動物や植物
において観察されることが報告
された。
　一本鎖 RNA による遺伝子抑制
は、一本鎖 RNA が標的の mRNA
に結合して物理的にタンパク質へ
の翻訳を阻害することにより生じ
るが、二本鎖 RNA による遺伝子
抑制は、生体内に元々存在してい
たが、これまで知られていなかっ
た遺伝子サイレンシング機構を利
用して、遺伝子抑制を行うところ
にメカニズム上の違いがある。こ
のメカニズムに関しては２‐５で
解説する。
２‐３
遺伝子サイレンシングの
実行役は小さなRNAである
ことがわかった
　植物や線虫の細胞に導入された
大きな二本鎖 RNA は、細胞内で
22 塩基程度の小さな二本鎖 RNA
に分解され、この小さな二本鎖
RNA が遺伝子サイレンシングを
起こすことが、1999 年から 2000
年に相次いで報告された。
　さらに、二本鎖 RNA の分解を
行う酵素が 2001 年にショウジョ
ウバエにおいて発見され、ダイサ
（ーDicer）と名付けられた７）。後に、
哺乳類細胞もダイサーをもつこと
が明らかにされた８）。
　この酵素の発見により、二本鎖
RNA による遺伝子抑制は、生体
に共通な生命現象であることが推
定され、細胞内で実際に機能する
小さな二本鎖 RNA の探索が開始
された。
２‐４
哺乳類でも小さな二本鎖RNA
導入で遺伝子サイレンシング
が生じた
　当初、哺乳類の遺伝子サイレン
シングのメカニズムは、線虫や植
物などの無脊椎動物とは異なるた
め、二本鎖 RNA による遺伝子抑
制は哺乳類の細胞には利用できな
いと考えられていた。なぜなら、
30 塩基以上の長い二本鎖 RNA を
哺乳類の細胞に導入すると、細胞
はウイルスが侵入したと認識して
インターフェロンを誘導し、遺伝
子抑制ではなく、細胞死を引き起
こしたからである。
　しかし、線虫や植物の遺伝子
サイレンシング研究の結果に基づ
き、大きなサイズの二本鎖 RNA
を細胞に導入するのではなく、ダ
イサーによって分解された後と同
様なサイズの 21 塩基の小さな二
本鎖 RNA を哺乳類細胞へ導入す
ることが試みられた。その結果、
小さな二本鎖 RNA は、ヒト細胞
を含んだ様々な哺乳類の培養細胞
に対して、細胞死を起こすことな
く、遺伝子サイレンシングを起こ
すことが見出された９）。
　この発見は哺乳類に対する二本
鎖 RNA の利用のブレークスルー
であり、小さな二本鎖 RNA（small 
interference RNA、siRNA）は遺
伝子の発現抑制をおこすために広
く利用可能なツールとして急速に
注目されるようになった。
2．遺伝子サイレンシング研究の変遷（1990年～ 2001年）
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２‐５
二本鎖RNAによる
遺伝子サイレンシングの
メカニズム
　図表２に二本鎖 RNA による遺
伝子サイレンシングのメカニズム
を示した。これは哺乳類を含めた
全ての生物に共通なメカニズムで
あると考えられている。
① 細胞中の二本鎖 RNA は、ダイ
サーにより約 22 塩基の小さな
断片に切断され、小さな二本鎖
RNA（siRNA）を生成する。
② この siRNA の一方の RNA 鎖
は RISC 複 合 体（RNA-induced 
silencing complex）と結合し、も
う一方のRNA鎖は分解される。
③  RNA と結合した RISC 複合体
は、その RNA 鎖と相補的な配
列を持つメッセンジャー RNA
に結合して、その配列部分を
分解し、その結果、タンパク
質合成は阻害されると考えら
れている。
２‐６
生体内の遺伝子発現の制御に
関与している小さなRNA
　近年、小さな RNA が、実際に
細胞内に多数存在し、遺伝子の制
御に関わっていることが明らかに
なってきた。
　これはmiRNA（micro RNA）と
呼ばれ、2001 年に報告された 10）。
二次構造としてヘアピン構造を
とる RNA（疑似二本鎖）がダイ
サーによって切断された結果で生
じた 18 から 25 塩基の短い二本鎖
RNA であり、mRNA のタンパク
質非翻訳領域に相当する部分から
構成される。
　この miRNA は、siRNA と同様
なメカニズムで遺伝子の抑制を行
うが、標的である mRNA 配列に
完全に結合する siRNAに対して、
miRNAは標的のmRNAには部分
的にしか結合しないので、mRNA
は分解されることはなく、物理的
にタンパク質の阻害を引き起こす
と考えられている。また、miRNA
は、非翻訳領域の mRNA を標的
にしているので、遺伝子発現の調
節に関与する領域に結合して影響
を与えると考えられている。
　線虫や植物の細胞には、数百個
の miRNA が存在し、その役割と
して、発生のタイミングや幹細胞
の制御を行うなどの報告がある。
一方、ヒトの細胞にも miRNA は
200 個から 250 個存在するという
予測がでており 11）、その機能の探
索研究が盛んに行われている。
　図表３に、遺伝子サイレンシング
研究におけるブレークスルー研究を
年代順に並べた。ブレークスルー研
究が、2001年に集中している。
　図表２　二本鎖RNAによる
 遺伝子サイレンシングのメカニズム
科学技術動向研究センターにて作成
　図表３　遺伝子サイレンシング研究（基礎研究）におけるブレークスルー
年 内容 研究対象 注目点
1990年 遺伝子導入による花の色の遺伝子抑制 植物
遺伝子導入による表現
形質変化の発見
1998年 二本鎖RNA（siRNA）による遺伝子抑制 線虫
新しい遺伝子抑制技術
の発見
2001年
生体内で二本鎖RNA（siRNA）を分解
する酵素（ダイサー）の発見
ショウジョウ
バエ
遺伝子抑制のメカニズ
ムの解明
2001年
小さな二本鎖RNAによる哺乳類細胞
の遺伝子抑制
哺乳類
哺乳類細胞における遺
伝子抑制技術の発見
2001年
遺伝子発現の調節を行うと推定される
小さな二本鎖RNA（miRNA）の発見
哺乳類
生体内での遺伝子発現調
節に重要な分子の発見
科学技術動向研究センターにて作成
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　Thomson Scientific 社は、保有
す る Essential Science Indicators 
（ESI）という論文データベースを
基に、特定の研究領域に関する論
文分析を行っている。2003 年 12
月には、遺伝子サイレンシング研
究領域についての分析結果が報告
された 12）。
　本章では、Thomson Scientific社
の報告に加えて、ESI論文データ
ベースを利用した独自の調査結果
を基に、遺伝子サイレンシング研
究領域の全体像を明らかにする。
３‐１
遺伝子サイレンシング研究の
国際比較
　Thomson Scientific 社 の 報 告
によると、遺伝子サイレンシン
グ（gene silencing）」を検索キー
ワードとして、1993 年から 2003
年までの論文を検索した結果、
1,505 報の論文が該当し、この研
究領域は 4,540 人の著者、48 ヵ国、
365 の学術ジャーナル、898 の研
究機関から構成されることが示
された 12）（検索は、論文要旨およ
び著者指定のキーワードを対象
としている）。
蘆 遺伝子サイレンシング研究で
トップは米国である
　Thomson Scientific 社によると、
1993 年から 2003 年までの遺伝子
サイレンシング論文の総被引用数
の各国比較では、１位米国（総被
引用数 17,073、論文数 697）、２
位英国（総被引用数 6,374、論文
数 168）、３位ドイツ（総被引用
数 3,166、論文数 128）、４位フラ
ンス（総被引用数 2,460、論文数
117）、５位スコットランド（総被引
用数1,716、論文数47）であり、日
本は12位（総被引用数649、論文
数111）であることが示された 12）。
蘆 近年、日本の論文の被引用数
は増加している
　最近２年間の論文の被引用数を
国際比較するために、上記の ESI
論文データベースを用いて、同様
に論文検索および分析を新たに行
った。
　図表４に、2002 年から 2003 年
までの最近２年間に発表された論
文の総被引用数の国際比較を示し
た。論文の総被引用数のトップ国
は、1993 年から 2003 年までの約
10年間と同様に米国であることが
示された。
　一方、最近２年間の日本の論文
の総被引用数は、ドイツや英国と
ほとんど変わらないレベルまで躍
進していた。また、1993 年から
2003 年までの約 10 年間に発表さ
れた論文の内の約７割がこの２年
間に発表されていた。従って、日
本では近年になってからこの研究
領域が盛んになってきたと考えら
れる。
３‐２
遺伝子サイレンシング研究
領域の特徴
　次に遺伝子サイレンシング研究
領域の特徴を、ESI 論文データベ
ースを基にして分析する。
蘆遺伝子サイレンシング研究
　領域は複合領域である
　遺伝子サイレンシング研究領
域の論文を、論文が掲載された
ジャーナルの学問領域別に分類
すると、全体の 35％が Molecular 
Biology & Genetics（分子生物学＆
遺伝学）、21％が Plant & Animal 
Science（植物学＆動物学）、19％
が Biology & Biochemistry（ 生
物学＆生化学）、13％が Clinical 
Medicine（臨床医学）であること
が示された 12）（図表５）。
　遺伝子サイレンシング研究領域
は、多くの学問分野にまたがる研
究領域であることが論文分析によ
り示された。
3．遺伝子サイレンシング研究領域の全体像
　図表４　遺伝子サイレンシング研究領域の論文の総被引用数の
 国際比較（2002 ～ 2003 年）
科学技術動向研究センターにて作成
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蘆 被引用数トップ10論文に
　おける２大テーマはDNA
　メチル化とRNAiである
　遺伝子サイレンシング研究にお
いて、被引用数のトップの 10 論
文を図表６に示した。これらの研
究内容を大きく分けると、２つの
研究テーマが存在することが分か
った。
　ひとつの大きなテーマは、RNA
による遺伝子サイレンシングのメ
カニズムの解明であり、もうひと
つは、哺乳類細胞における DNA
やヒストンのメチル化による遺伝
子サイレンシングのメカニズムの
解明である。
３‐３
遺伝子サイレンシング研究
領域の変化
　遺伝子サイレンシング研究領域
の経時的な変化を明らかにするた
めに、前述したデータベースを用
いて論文数の分析を行った。
　検索キーワードとして「gene 
silencing（遺伝子サイレンシン
グ）」を用いて、各年の論文数を
調べた。1996 年の論文数は僅か
31 報であったが、それ以降、論文
数は継続的に増加し、2001 年以降
に急増した（図表７）。
　また、前項３‐２で示され
た遺伝子サイレンシング研究
領域において被引用数の高い研
究テーマである「RNA」および
「methylation（メチル化）」を、そ
れぞれ「gene silencing（遺伝子サ
イレンシング）」と組み合わせて
検索を行い、各年次における研究
領域内における研究内容の変化を
調べた（図表７）。
　その結果、1997年まではメチル
化研究が主流であることが示され、
2002年以降からはRNA研究が主
　図表５　遺伝子サイレンシング研究の論文の
 学問領域分布
科学技術動向研究センターにて作成
　図表６　被引用数トップ 10論文
科学技術動向研究センターにて作成
被引用数 論文名 研究内容 著者名（所属国） ジャーナル名（発表年）
1 913
Methylation-specific PCR: A novel PCR assay for methylation 
status of CpG islands STATUS OF CPG.
メチル化 Herman, JG等（米国） PNANS（1996）
2 627
Duplexes of 21-nucleotide RNAs mediate RNA interference 
in cultured mammalian cells.
RNAi Elbashir, SM（ドイツ） NATURE（2001）
3 584
Methylated DNA and MECP2 recruit histone deacetylase to 
repress transcription.
メチル化
Jones, PL
（米国、ベルギー、
イタリア）
NATURE GENETICS
（1998）
4 522 Cancer epigenetics comes of age
エピジェネ
ティック
Jones, PA（米国）
NATURE GENETICS
（1999）
5 411
Methylation of the 5'-CpG island of the P16/CDKN2 tumor-
suppressor gene in normal and transformed human tissues 
correlates with gene silencing.
メチル化
Gonzalezzulueta, M
（米国）
CANCER RESEARCH
（1995）
6 345
A species of small antisense RNA in posttranscriptional gene 
silencing in plants.
アンチセン
スRNA
Hamilton, AJ（英国） SCIENCE（1999）
7 339
Selective recognition of methylated lysine 9 on histone H3 by 
the HP1 chromo domain.
メチル化
Bannister, AJ
（英国、スコットランド）
NATURE（2001）
8 308
Methylation of histone H3 lysine 9 creates a binding site for 
HP1 proteins.
メチル化
Lachner, M（オースト
リア）
NATURE（2001）
9 293
An RNA-directed nuclease mediates post-transcriptional 
gene silencing in Drosophila cells.
RNAi
Hammond, SM
（米国、英国）
NATURE（2000）
10 264 RNA interference is mediated by 21-and 22-nucleotide RNAs. RNAi Elbashir, SM（ドイツ）
GENES＆
DEVELOPMENT（2001）
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　小さな二本鎖 RNA（siRNA）
を利用した医薬品や治療および予
防法の開発が期待され、哺乳類細
胞やマウスを使った実験が行われ
ている 16）。治療の対象として、ウ
イルス疾患（HIV ／ AIDS、イン
フルエンザ、SARS、肝炎ウイル
スなど）、神経疾患（パーキンソン、
アルツハイマーなど）、がん、自
己免疫疾患（リューマチなど）と
いった、遺伝子の発現を抑制する
ことで治療効果が期待される疾患
が検討されている。
　図表８に、これらの応用研究の
展開を可能にしたブレークスルー
となった研究を示した。
４‐１
遺伝子サイレンシングによる
疾患治療研究
　以下に、ヒト病態モデル動物を
用いた遺伝子サイレンシングの応
用研究の例を示す。
蘆HIVウイルスの感染阻止
　急速に分裂する細胞に対する
siRNA による遺伝子サイレンシン
グは、細胞が分裂して増えていくこ
とにより、siRNAの細胞に対する
絶対量が減じるため、５日間程度
しか効果が持続しない。そのため、
治療薬としての実現性が疑問視さ
れていた。しかし、それを打開する
研究が2003年に実施された20）。
　HIV ウイルスは、マクロファー
ジの表面にある CCR5 受容体に結
合して、マクロファージに内に侵
入する。従って、この受容体への
結合を阻止すれば HIV ウイルス
感染は防ぐことができると考えら
れた。また、マクロファージは細
胞分裂をしないために、siRNA に
よる遺伝子抑制が長期間持続でき
ると期待された。
　まず、マクロファージの CCR5
受容体遺伝子の発現を抑制する
siRNA と HIV ウイルスの遺伝子
の発現を抑制する siRNA が作成
され、これらを組み合わせること
により HIV ウイルスの感染を防
げるかどうかが実験された。
　あらかじめ siRNA をマクロフ
ァージに導入して、CCR5 受容体
遺伝子の発現を抑制することによ
り、HIV ウイルスのマクロファー
ジへの感染を防ぐことが出来た。
また、HIV ウイルスの遺伝子の
発現抑制をする siRNA によって、
既に感染したマクロファージ内の
ウイルスの複製が阻害できること
が分かり、予防薬としてだけでな
く、治療薬としても期待されるこ
とが明らかになった。
　図表７　遺伝子サイレンシング研究領域の論文数と研究内容の変遷
 （1996 年～ 2003 年）
科学技術動向研究センターにて作成
4．疾患治療に向けた遺伝子サイレンシングの応用研究の展開
 （2002年～ 2004年）
　図表８　遺伝子サイレンシング研究（応用研究）におけるブレークスルー
科学技術動向研究センターにて作成
年 内容 研究対象 注目点
2002年
小さな二本鎖RNAをマウスの尾静脈
から注入して遺伝子抑制を起こした17）
マウス
通常の方法での生体へのデリ
バリーに成功
2003年
肝炎モデルマウスを用いて小さな二
本鎖RNAによる肝炎発症の予防 18）
マウス
小さな二本鎖RNAによる治療
原理の確立
2004年
RNAi を用いたスクリーニングシス
テムにより、既知のシグナル伝達経
路から新規分子を発見した 19）
ヒト細胞
大規模スクリーニング系の確
立により、薬の新しい標的を
探索可能になる
流になっていく傾向が示された。
これは、2001 年までに RNA によ
る遺伝子サイレンシングの基本的
なメカニズムが解明され、小さな
二本鎖RNAに研究者の関心が集
まったためであると考えられる。
　また、遺伝子サイレンシングの
メカニズムにおいて、「RNA」と「メ
チル化」は関連があるという報告
が 2004 年に相次いでなされてお
り 13 ～ 15）、別の領域と思われてい
たこれらの研究領域は、今後、融
合していくと推測される。
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蘆肝臓疾患における重症化予防
　多くの肝臓疾患では、肝臓にFas
タンパク質を介したアポトーシス
（細胞死）が生じていることが知ら
れている。肝細胞が死ぬことによ
り肝機能が低下し、これが肝硬変
などの症状を引き起こす。そのた
め、Fasタンパク質の発現を抑制
することにより、肝細胞死を防ぐ
ことができれば、肝硬変などの重
症な病態は生じないと考えられた。
　2003 年に自己免疫性の肝炎モデ
ルのマウスを対象にして、siRNA
による遺伝子サイレンシングが報
告された。Fas 遺伝子に対応する
核酸配列を持つ siRNA をマウス
の尾静脈から投与した結果、肝炎
モデルマウスが肝炎を発症するこ
とを防ぐことが出来た 18）。
４‐２
遺伝子サイレンシングによる
創薬研究
　小さな二本鎖 RNA を薬として
用いるのではなく、創薬のための
新しい生体内の標的（タンパク質）
を探索するためのツールとして用
いることが行われている。
蘆がん治療薬の創薬研究
　2003 年に、RNAi を用いて癌関
連経路における脱ユビキチン酵素
群を調べた結果、今まで機能が知
られていなかった家族性円柱腫症
腫瘍抑制遺伝子（CYLD）を阻害
すると、転写因子であるNF‐κB
が活性化され、アポトーシス（細
胞死）に対して抵抗性になるとい
うことが報告された 21）。
　つまり、CYLD が失われること
により、細胞死が起こり難くなり、
異常な細胞が発生しても排除でき
ないために、遺伝子の変異などが
蓄積し、がんを生じるというメカ
ニズムが考えられる。CYLD が失
われることと発がんの関係はわか
っていたが、CYLD が関与する発
がんのメカニズムはわかっていな
かった。
　この結果から、家族性円柱腫
症の患者に対する治療薬として、
NF‐κ B 阻害剤の研究が行われ
ている。
４‐３
遺伝子サイレンシング研究を
進展させるための基盤整備
　小さな二本鎖 RNA に関するデ
ータベースが欧米を中心に構築さ
れ、RNAi の塩基配列など情報が
提供されている。
蘆 小さな二本鎖RNA（miRNA）
のデータベース
　小さな二本鎖 RNA（miRNA）
のデータベースが、英国のサンガ
ー研究所（ウェルカムトラスト）
により構築された 22，23）。全体で
899 個の miRNA が既に登録され
ており、ショウジョウバエ 78 個、
線虫（２種）166 個、ヒト 191 個
などのデータを自由に閲覧するこ
とができる（図表９）。
４‐４
医薬品開発をめぐる動き
　今や、遺伝子サイレンシング研
究は、応用研究から臨床研究およ
び医薬品開発のフェーズに入りつ
つある。
蘆 医薬品開発のために企業主体
の技術提携が始まっている
　2003 年を中心に米国の大学や企
業間の技術提携などが進んでいる
ので、いくつか例を挙げる。
　米国 Sirna Therapeutics 社は、
マサチューセッツ大学医学部と小
さな二本鎖 RNA（siRNA）技術
のライセンス契約を締結した。
　また、製薬大手企業のメルク
Merck社は、Alnylam Holding社（マ
サチューセッツ州）と、RNAに基
づく技術および医薬品の開発で提
携することを発表した。Alnylam 
Holding 社は、Alnylam 社とドイ
ツの Ribopharma 社との合併会社
である。Ribopharma社は、欧州の
RNAiに関する特許を多数保有し
ていたことから、Alnylam社を通
じて米国内でRNAi関連の特許が
押さえられつつある。
　図表９　miRNAデータベース
The miRNA Registry のウェブより
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　さらに、Alnylam 社の製薬部門
である Almylam Pharmaceuticals
社は、RNAi 技術を用いたパーキ
ンソン病の治療薬の開発におい
て、総合病院および研究教育機関
の機能を併せ持つ、全米一の総合
医療機関である Mayo Clinic と提
携することを発表した。
　現時点では、ヒトへ対する
siRNA 薬の投与などの臨床研
究（治験）は報告されていない
が、近い将来（2004 年の終わりか
2005 年）には開始されるのではな
いかと推測される。
5．遺伝子サイレンシング研究において未解決な研究課題
　本節では、医療に向けた遺伝子
サイレンシング研究において、未
解決な研究課題を検討し、そのた
めにはどのような研究を行わなけ
ればならないかを考える。
５‐１
基礎研究における
未解決研究課題
　遺伝子サイレンシング研究領域
では、基礎研究において短期間に
ブレークスルー研究が頻発したた
めに、基礎研究は十分になされた
かのような印象を受けるが、実は
まだわかっていないことが多い。
蘆  RNA干渉（RNAi）の
　メカニズムの解明
　図表２において、「二本鎖 RNA
による遺伝子サイレンシングのメ
カニズム」を示したが、RISC 複
合体の詳細な構造や機能などに
ついては明らかではない部分もあ
り、今後の研究の進展によりさら
に詳細なメカニズムの解明が必要
である。
蘆 小さな二本鎖RNA（miRNA）
の生体内での役割
　生体内で様々な遺伝子の発現の
調節を行っていると推定されてい
る小さな二本鎖RNA（miRNA）は、
最近の実験結果から、哺乳類の細
胞内に約 250 個存在すると考えら
れている。
　これらの小さな二本鎖 RNA
（miRNA）は、発生や分化などの
段階や、様々な器官において、遺
伝子の発現の調節を行っていると
推測されている。
　遺伝子発現のオン・オフの
スウィッチのような働きをする
miRNA がある。生体内には、他
のタンパク質に対して、「抑制」
の機能をもつタンパク質がある。
このタンパク質の遺伝子の発現を
miRNA が抑制すると、「抑制」が
外れて、他のタンパク質の機能が
「発現」される。
　これらの 250 個存在するという
miRNA 全ての機能の解明は、生
体の遺伝子調節メカニズムと遺伝
子と遺伝子のネットワークの解明
につながると考えられるが、ほと
んどの miRNA について解明はま
だ進んでいない。
蘆染色体における遺伝子発現
　抑制とRNAiの関係
　正常な染色体には、遺伝子の
発現がメチル化により特異的に抑
制された領域がある。遺伝子の抑
制状態が不安定になると、正常な
発生や分化が妨げられたり、がん
などの疾患や先天性の異常などが
引き起こされたりすることが知ら
れている。近年、この染色体上の
発現抑制に、RNAi のメカニズム
が関与していることが示唆された
が、そのメカニズムは不明である。
　染色体の遺伝子抑制の状態が調
節可能になることは、発生や分化
の研究に新しい知見をもたらし、
疾患に対する新しい治療薬を生む
ブレークスルーにつながると考え
られるので、このメカニズムの解
明は重要である。
５‐２
医療に向けての応用研究に
おける未解決研究課題
　RNAi を用いた医薬品開発に関
する市場規模を見積もることは、
RNAi 薬がまだ開発されていない
現状では難しい。現在、RNAi は、
研究上の実験技術や試薬として
主に使用されており、市場規模は
$300 million であると見積もられ
る。これらの技術は、医薬品や
治療技術の開発に関連すると考
えられるので、従って RNAi を
用いた医薬品開発市場の価値は、
現在は $500 million であると見
積もられる。2010 年までには $1 
billion にまで拡大すると予測され
ている 24）。
　しかし、医薬品としての実用化
を考えた場合、解決しなければな
らない多くの研究課題がある。
蘆薬物の体内輸送（DDS）の問題
　薬物の体内輸送（DDS）は重要
な問題である。医薬品として使用
するためには、通常の方法で投与
されたsiRNAが標的臓器に輸送さ
れ、治療効果が得られるまで生体
内に安定に存在し、その効果を持
続するものでなければならない。
　生体内に siRNA を輸送する手
段として、漓リポソームなどの
合成高分子を担体として利用、滷
安全なウイルス性ベクターを担体
として利用、などの方法が考えら
れる。これらの方法は、遺伝子治
療研究においても検討されている
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が、効率性や安全性において万全
の技術には達していない。
　今後の新しい DDS 技術として、
ナノ粒子を担体とするなどのナノ
テクノロジーを利用した技術が期
待できるかもしれない。
蘆副作用の問題
　選択性の優れた医薬品は、ほと
んど副作用を示さないと考えられ
てきた。しかし、低副作用の分子
標的薬として近年開発された医薬
品の中でも、特定の患者には激し
い副作用を示すものが見つかるな
ど、遺伝子を標的とした医薬品の
場合は、患者のもつ遺伝子の状態
と医薬品との組み合わせで予期し
ない副作用が生じることがある。
　また、ヒトゲノムの解読は終了し
たが、遺伝子と遺伝子の総合的なネ
ットワークがどのように繋がり、ど
のように生体内で機能しているか
などについては、まだ十分にわか
っていない。ある特定の遺伝子の
発現を抑えたことで、予想もしな
かった別の遺伝子の抑制や発現が
引き起こされるかもしれない。
　さらに、生体の細胞中には
mRNA だけではなく、リボゾー
ム RNA の生合成を行う核内に存
在する小さな RNA が存在する。
細胞内に導入された RNAi 薬が、
核内に移行し、これらの核内の小
さな RNA を標的として結合する
可能性がある 25）。
５‐３
医療に向けた
遺伝子サイレンシングを
進展させる研究
　遺伝子サイレンシングを利用し
た医薬品は、遺伝子に直接的又は
間接的に作用するという特徴をも
つ。従って、これらの医薬品も安
全かつ効果的に使用するには、生
体内の主要な遺伝子の機能、発現
の調節メカニズム、遺伝子間の相
互関係のネットワークなどを理解
する必要がある。
　そのための研究として考えられ
るものを以下に示す。
盧モデル生物を用いた基礎研究
　生命現象に関わる遺伝子の機能
などは、全ての生物において基本
的に共通であるので、ヒトのモデ
ル生物を用いて詳細な研究が行わ
れることが、ヒトにつながる研究
成果を生むと考えられる。
　線虫やショウジョウバエなど
の十分に研究が進んでいるような
実験生物においても、まだこれら
を「生物」として機能させている、
遺伝子を含めた生体機能の解明に
は至っていない。
盪課題解決型の基礎研究
　医療に向けた遺伝子サイレンシ
ング研究を進展させるためには、
応用研究や臨床研究から出てきた
研究課題を解決していくことが重
要である。そのためには、課題解
決型の基礎研究の実施が必要であ
ると考えられる。
蘯 ニーズに対応した応用研究と
　臨床研究
　遺伝子サイレンシングの医療へ
の応用を考える時に、どのような患
者が存在し、患者がどういうことを
希望し、どのケースに遺伝子サイレ
ンシングの医療を適応できるかの
情報が必要であると考えられる。
　臨床の現場のニーズに対応し
た、応用研究や臨床研究の実施が
必要であり、そのためには、医療
情報が研究者に伝達しやすいシス
テムの構築が重要である。
6．おわりに
　遺伝子サイレンシング研究領
域の特徴を分析し、当該領域を
さらに進展させるための方策を
検討する。
６‐１
本領域の特徴
　本領域の特徴は以下の３点であ
ると考えられる。
蘆 遺伝子サイレンシング研究は
　複数の研究領域が融合する
　ことにより発展している
　遺伝子サイレンシング研究領域
は、ここ４～５年間で急速に発展
した領域である。DNA メチル化
や RNA による遺伝子抑制など複
数の基礎研究領域が融合して領域
を拡大した。また、最初の研究対
象は植物であったが、酵母、線虫
など対象を広げ、現在はマウスな
どの哺乳類からヒトの疾患治療へ
と研究対象を移している。
　図表 10　遺伝子サイレンシング研究の研究フェーズ
科学技術動向研究センターにて作成
研究のフェーズ 年 期間 研究内容
最初の報告 1990年 （8年間）
遺伝子サイレンシング現象の初の報
告
基礎研究 1998年から 2001年 4年間
生体の遺伝子サイレンシングのメカ
ニズムの解明
応用研究 2002年から 2004年 3年間
疾患モデル生物を用いた治療に向け
た研究
臨床研究 2005年から？ ？ 患者に対する臨床治験に関する研究
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蘆研究フェーズの移行速度が速い
　生物医学研究は、多くの場合、
基礎研究から応用研究、さらに臨
床研究へと研究フェーズを移すと
考えられる。本領域は、基礎研究、
応用研究、臨床研究の各フェーズ
へと移行するスピードが非常に速
い（図表 10）。
蘆 米国が先行している研究領域
　であるが、近年、日本の研究
　者による論文の被引用数が
　増加している
　論文分析から、本領域を先導し
ているのは米国であると考えられ
る。しかし、日本の研究者による
論文の被引用数が近年、急増して
いることから、日本においても遺
伝子サイレンシング研究規模が拡
大していると推測される。
　2002～ 2003年に発表された論文
において、インパクトファクター
が10以上のトップジャーナルに掲
載された論文の内、日本人研究者
が研究責任者である論文を支援し
た研究費支援制度をみると、「21世
紀 COE（文部科学省）」、「科研費
　特定領域研究（文部科学省）」、
「科研費　基盤研究竚（文部科学
省）」、「未来開拓学術研究（JSPS）」、
「戦略的創造研究推進事業（JST）」、
「イネゲノムプロジェクト（農林水
産省）」など、比較的大型なプロ
ジェクト型の研究支援制度による
ものが多いことがわかった。
６‐２
遺伝子サイレンシング研究
領域をさらに進展させる方策
　研究領域の特徴を踏まえて、当
該領域をさらに進展させる方策を
検討する。
盧 スパイラル型の研究領域には
　課題解決型の基礎研究の開始
　が重要
　遺伝子サイレンシング研究は、
基礎研究から生じたブレークスル
ーが、医療へと向かう応用研究の
方向性をつくったと考えられる。
現在、遺伝子サイレンシング研究
の進展により、生命現象に関して
の多くのことがわかってきたが、
まだ解明されていない生体内の機
能やメカニズムは多い。特に、発
生や分化の過程における遺伝子の
発現調節などの生物としての共通
のメカニズムは、よくわかってい
ない。
　さらに、医療上でこの技術を使
用するためには、解決しなければ
ならない多くの研究課題がある。
これらの課題の解決は、応用研究
や臨床研究だけでなく、遺伝子ネ
ットワークの解明などの基礎研究
の実施も必要であると考えられる。
　従って、遺伝子サイレンシング
研究領域は、「基礎研究→応用研
究→臨床研究」というリニア型の
研究モデルによって進展するので
はなく、「基礎研究→応用研究→
臨床研究→基礎研究→応用研究→
臨床研究→」というスパイラル型
の研究モデル、又は、「基礎研究」
「応用研究」「臨床研究」が三本柱
として絡み合いながら進んでいく
という組み紐型の研究モデル、に
よって進展する研究領域であると
考えられる。
　現在は、スパイラルの最初の１
周目の終点が見えつつある段階に
おり、２周目のスパイラルに移行
するには、課題解決型の基礎研究
の開始が重要になると考えられる。
盪 別の領域の研究を自然に取り
込めるような場の構築が必要
　遺伝子サイレンシング研究が、
初めは植物研究からスタートした
ように、研究領域を拡大するよう
なブレークスルーは、他の領域の
研究を取り入れることから発生す
る。従って、他の研究領域との情
報交換が容易にできるような研究
環境が必要である。
　具体的には、Funding Agency
が課題解決型の研究テーマを設
定して公募し、異なる研究アプロ
ーチをとる、異なる研究領域に属
するグループを約 10 グループ採
択し、年間２回程度の中間発表会
を開催し研究成果の情報交換を行
う。グループ間の共同研究を強制
することはなく、グループ間の情
報交換のみを促進させる。
　また、運営委員会が参加者を
あらかじめ選別した上で、特定の
研究課題を合宿スタイルかつクロ
ーズドで徹底的に討論し合うとい
う、ゴードン会議のような研究会
合を異分野の研究者を集めて開催
することも効果的かもしれない。
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兆円程度と推計される。
　要するに、約 20兆円規模のソ
フトウエア生産において、その主
要部分は多様な顧客企業等の要求
する業務用ソフトウエアを開発す
ることであり、全体のほぼ８割と
なる。また、この産業規模に対し
て、大学・大学院での情報処理教
育の専門教育を受けるものは、毎
年１万人強である。
　現在、産業・行政・学術研究
から日常生活に至る殆どの活動が
「ソフトウエア」に支えられてい
るといえよう。
　ソフトウエアの生産は、国内で
20兆円程度となり、その成長率と
規模は大きく、多様な産業分野に
おいてそれがもたらす波及効果も
高い。大学において情報処理に関
連する専門教育を受ける学生は毎
年 1万人を超え、彼らが習得する
技術は、国の産業の競争力の観点
からも重要である。
　ソフトウエア生産をめぐる技術
進化は、この 10年間をみても非
常に激しかった。このため、大学
で提供される教育内容が産業の実
情と合致していないという問題点
が指摘されてきた。
　本稿では、情報工学科など情報
処理に関連する学部・学科のモデ
ルカリキュラムの現状を調査し、
この問題の分析を行った。特に、
近年急速にその存在意義が増した
「ソフトウエア・エンジニアリング」
分野を中心に、産業界の状況と日
米の教育機関の現状を報告する。
その上で、技術政策上の提言をま
とめる。
特集膂
情報処理教育カリキュラムの動向と課題
情報・通信ユニット　藤井　章博
1．はじめに　̶問題提起̶
　図表１　情報サービス産業の
 総売上推移
経済産業省統計をもとに科学技術動向研究
センターにて作成
　以下では、まずソフトウエア生
産の量的拡大を示す。経済産業省
の行う「特定サービス産業動態統
計・情報サービス業」によると、
同産業分類の平成 15年度の売上
高は約 14兆円である。従業員数
もほぼ売上高と同様の傾向を示
しながら推移してきており、平成
15年度現在 57万人とされている。
図表１に過去約 10年間の売り上
げ推移を示す。
　生産されるソフトウエアは、①
業務用ソフトウエア、②パッケー
ジソフト、③組み込み型ソフト、
④ゲームソフト等に大別できる。
①は、生産管理や販売管理など、
いわゆる基幹業務に関連するプロ
グラム開発である。②は、多くの
場合は特定業務用のソフトウエア
部品の開発である。既存のパッケ
ージソフトウエアを顧客企業の業
務に合わせて調整することもこの
部分に相当する。①～④は、開発
総額の大きい順である。
　こうしたソフトウエア開発を
含むサービスの対象となる業界
の事情はどうか。ある調査による
と、サービス業（22.4％）、金融業
（18.4％）、製造業（13.6％）、官公庁／
自治体（12.8％）、通信業（7.8％）、
その他（7.7％）であり、広範囲な
産業分野に及ぶことが分かる。
　上記統計にあらわれないソフト
ウエア開発もある。例えば製造業
等において生産ラインの導入に付
随してソフトウエア開発が行われ
るような場合は本統計値に反映さ
れない。また、自動車エンジン制
御用ソフトなどの組み込み型ソフ
トも同様である。このような「情
報サービス産業」以外のソフトウ
エア開発の総額も数兆円程度ある
と推計され、国内で年間生産され
るソフトウエアの産業規模は 20
2．ソフトウエア産業の現状
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　つぎに、ソフトウエア生産の質
的な変化を示す。前節で示したソ
フトウエア生産の伸びの背景には、
インターネットとウエッブを利用
したクライアントサーバ型の情報
システムが企業の基幹業務をはじ
めとする様々な社会活動に浸透し
たことが背景として挙げられる。
　我々が日常生活で手にする「情
報処理」能力はこの 10年間で劇
的に増大した。平均的なパソコン
の演算速度は、1997年ごろのクロ
ック周波数で100MHz程度であっ
たのに対して、現在は数GHzとな
っている。また、一般家庭におい
てインターネット接続回線を保有
する人口比率は1997年末で 9.2％
であり、５年後の2002末には、利
用者は54.2％に達し過半数を超え
た２）。また、一般的なアクセス回
線の伝送速度は、この間数～数十
Kbps程度から数十Mbpsに至って
いる。情報処理能力を演算速度と
通信容量の積で測るとすると、こ
の５年間に数万倍に達したことに
なる。その上、この劇的な処理能
力は、研究室から一般家庭やオフ
ィスに幅広く普及したのである。
こうした情報処理能力の増大は、
社会活動におけるソフトウエアの
役割を益々重要としている。
　例えば、現在、医療技術分野で
重要であると考えられている技術
として、テーラーメード医療があ
る。これを実現するのは、患者の
個人情報に関する大規模な情報流
通と運用管理機能である。これは、
インターネットとウエッブを利用
し、大規模なデータベースと安全
な情報交換網を具備することなし
には実現できない。
　別な例を挙げれば、商品情報をウ
エッブで公開する「電子店舗」が
ある。また、企業の情報管理部門
では、膨大な量の経営情報を管理
できるERP（Enterprise Resource 
Planning）、CRM（Customer 
Relationship Management）、SCM
（Supply Chain Management）など
の業務用パッケージソフトウエア
の導入が盛んである。こうしたソ
フトウエアは、やはりウエッブを利
用したクライアントサーバシステム
上で動作する。
3．情報技術の大きな変化とソフトウエア
4．米国の対応
　こうした技術動向の変化にいち
早く対応してきたのが、北米の情
報処理関連教育である。以下では
その経緯を追ってみたい。
　情報処理に関連する学問分野は、
当初は、数学および電気工学から
派生する「コンピュータ・サイエ
ンス」とみなされてきた。従来そ
の一部であるとみなされてきた「ソ
フトウエア・エンジニアリング」に
関しては、修学後の卒業生のキャ
リアパスと習得した知識との間に
大きな開きが生じるようになってき
た。そこで、それぞれを独立した学
問体系としてとらえるべきであると
いう主張が登場してきた７，８）。
　米国やカナダでは、90年代後半
からからコンピュータ・サイエン
スと周辺のエンジニアリング分野
の位置づけとカリキュラムのあり
方について活発な議論が行われて
きた。今日、平均的な情報処理教
育においては「エンジニアリング」
としての側面がより重要になって
いるといえよう。
４‐１
モデルカリキュラム
　ここで、モデルカリキュラ
ムの概要を述べておく。ACM
（Association for Computing 
Machinery） と IEEE/CS（The 
Institution of Electrical and 
Electronics Engineers，Inc./
Computer Society）は、米国に本
部を置く世界最大規模の計算機
学会および電気・電子工学会で
ある。彼らは 1960 年代から過去
数回にわたってモデルカリキュラ
ムの策定を行ってきた。こうした
経緯を経て、1991 年には、共同
で CC1991 を、そして、その 10
年後にあたる 2001 年に、最新の
CC2001（Computing  Curriculum 
2001）の策定を行っている。
　CC2001では、Computing（注１）を
CS（Computer Science）、CE
（Computer Engineering）、SE
（Software Engineering）、IS
（Information System）の 4分野に
明確に分けている。CSは、アル
ゴリズムやデータ構造など情報処
理の数理的背景をあたえる。CE
は、数値計算、グラフィックスな
ど計算機の技術的な活用を指向す
る。ISでは情報処理システムと企
業や経済活動との関係を扱う。ま
た、SEは、ソフトウエアの生産
に関る技術を指向する。
　カリキュラムでは、それぞれの
分野に属する科目部品（コンポー
ネント）の集合から成り立ってお
り、教育機関がどの方向性を取る
かに応じて、必要な部品が定めら
（注１）ここで、「Computing」の訳語は、国内のカリキュラムの文脈では「情
報学」とされるのが一般的であるが、本稿では「情報処理」という訳語を
場合に応じて充てる。
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４‐３
先進的なソフトウエア・
エンジニアリング教育事例
　米国とカナダの大学では一般的
に、学部教育は「エンジニアリン
グ」に徹し、「サイエンス」は大
学院以後に実施するという峻別が
なされている。情報処理に関して
は、学部の規模としては、「コン
ピュータサイエンス」学部や「コ
ンピューティング」学部が大学全
体の中での学生定員の規模が大き
い。また、大学院進学時に専門領
域の選択肢に幅がある。このこと
が、情報処理に関する知識や技術
を習得した学生の多分野への応用
を促しているといえよう。
　情報処理に関する多くの学部
は、「コンピュータサイエンス学
部」である。キャリアパスの端的
れる。図表2は、1991年のモデル
カリキュラムである「Curriculum 
91」から「CC2001」に移行した
際の変化を概念的に表す図を示し
た。ここで、CSは、全ての４つ
の領域に共通する「核：（CORE）」
であると位置づけられている。
　４つの領域のなかで、特にCE
と SEは、エンジニアリングに属
し、CSと ISは、サイエンスに属
するとしている。ここで用いる「エ
ンジニアリング」と「サイエンス」
という言葉の対比は、日本の学部
でいう「工学」と「理学」の対比
とは意味が異なり、むしろ「技術・
技能」と「科学・研究」が近いと
いえよう。
４‐２
求められる人材像
　上述したような技術変化を踏ま
え、以下で紹介するモデルカリキ
ュラムCC2001 では、情報処理に
関連して需要の増える人材像を検
討した。その結果、具体的には図
表３のような能力が求められると
している。例えば、この表の１～
３に上げられている技能は、上述
したクライアントサーバ型のシス
テムを設計・構築するために必須
である。また、５のように情報技
術の若年齢における教育の重要性
も指摘されている。
　こうした人材育成の要請に対応
すべく、具体的な大学の情報処理
カリキュラムに盛り込むべき内容
が検討された。特に、それ以前の
モデルカリキュラムと比較して、
新たに加えるべき項目とされてい
るものを図表４に示す。これらを
見ると、社会生活のなかで先にあ
げたような企業活動との関連、社
会インフラとしての情報基盤との
関連の増大が改めて理解される。
これらは、以前のモデルカリキュ
ラムのままでは、十分習得できな
い内容である。
な例は、例えば、コンピュータサ
イエンス学部でコアとなるCSを
習得し、さらに高度なCS領域を
修めるため大学院に進学しCS分
野の研究者になるというものであ
る。これに対し、近年のソフトウ
エアの産業上の重要性が増大する
なかでは、ソフトウエア・エンジ
ニアリングの方向に進み、例えば、
基幹業務向けソフトウエアの開発
プロジェクト管理・運営を担った
上でCIOに至るというキャリア
パスがある９）。
　以下では、米国における分野で
の先進的な教育実践の事例を紹介
しよう。ソフトウエアエンジニア
リング分野では、ソフトウエア設
計や生産を目的としている。この
ため、プログラミングの演習に加
えて、「ソフトウエアライフサイ
クルやプロセスモデル」、「要件聴
取、迅速なプロトタイピング」、「モ
　図表３　技術変化に応じて需要の増える人材像
文献 12）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
１
プログラマ、特に汎用のパッケージ型リレーショナル・データベースシステムや汎用
の基幹業務パッケージソフトウエアに明るいプログラマ
２ オブジェクト指向および Java言語の経験をもった、プログラマ、および設計者
３ ウエッブ、および電子商取引の専門家
４ ネットワーク設計者
５ 高校教師、専門学校や大学学部の情報教員
６ マネージャ、およびプロジェクトリーダ
　図表２　カリキュラムの変遷概念図　 「̶Curriculum91」から「CC2001」へ
文献３）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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5．日本での情報処理教育の変遷
デル化、テスト、製品管理等のツ
ールに関する知識」などの涵養が
重要となる。
　まず、カーネギーメロン大学の
事例を述べる 10）。同大では、SEI
（Software Engineering Institute）
が国防総省の資金を受けて設立
され、実践的な研究を行っている
と共に、職業人に対する多くの実
践的教育プログラムを提供してい
る。例えば「ペアプログラミング」
という演習では、プログラム開発
を機能の実装者とその検証者の対
により、並行的に進める手法であ
る。現在は、プログラムの品質に
関する要求が高まっており動作検
証を意識した生産方法は先進的な
技能とされている。
　また、企業との協調によって実
施する演習もある。現実のビジネ
スの要求を学生側が分析し、ソフ
トウエアの設計仕様を作成する。
それに基づいてプログラミングを
実施するのである。これは、いわ
ば学生側が企業からのソフトウエ
ア生産の「仮想的な請負」を実施
するようなものである。そのほか
には、PSP/TSPと呼ばれる手法、
リエンジニアリング手法、RUP
（Rational Unified Process/UML）
などが教授されている 10）。
　別の事例としては、例えば、
ジョージア工科大学では、1990
年に設立された新しい学部が、
「College of Computing」として設
立されている。この学部は、同
大のなかで「工学部（College of 
Engineering）」、「理学部（College 
of Science）」と並立する位置づけ
となっている。同大学が情報処理
分野の教育を重視することの現れ
である。同大学は、ここ数年、教
育機関としての外部評価でランキ
ングを上げている 11）。
　より高度な教育内容として、そ
の必要性が高まっている領域とし
ては、先進的な設計論の習得があ
げられる。現在、ソフトウエア設
計論において様々な新しい考え方
が登場している。例えば、利用者
の要望を繰り返し開発に反映させ
る「スパイラル方式」や工程全体
の時間短縮を目指す「アジャイル
方式（Agile：迅速）」がある。こ
うした設計論に関する授業は、実
践的なソフトウエア生産の技能習
得の延長上にくるものである。
　要するに、先導する米国では
技術進化に対応した教育が積極
的に実施されているということ
である。
　図表４　90年代後半の技術変化によりカリキュラムに必要
 となった項目
文献 12）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
A ワールドワイドウェッブ、および、そのアプリケーション
B ネットワーキング技術、特にTCP/IPに基づくもの
C グラフィックスおよびマルチメディア
D 組み込みシステム
E リレーショナルデータベース
F インタオペラビリティ（相互運用性）
G オブジェクト指向プログラミング
H 洗練されたアプリケーションプログラマインターフェース（APIｓ）の使用
I ヒューマンコンピュータインタラクション
J ソフトウエアの安全性
K 安全および暗号作成法
L アプリケーション領域
　本節では、日本での情報処理教
育の変遷を振り返ってみる。1940
年代に電子計算機が誕生し、1950
年代の後半に入ると、制御・通信・
計算機・応用数学に関する学問分
野が拡大した。各大学はこうした
状況に呼応し、新しい教育の体系
を作り始めた。
　まず、1959 年に、京都大学工
学部に数理工学科が設立されたの
が、ここでいう情報処理カリキュ
ラムの出発点といえる。設立の目
的は、「工学における各専門学科
の共通領域と境界分野を総合的に
とらえることのできる研究者・技
術者を養成することにより、専門
細分化による科学技術の隘路を克
服して、学問と産業の飛躍的発展
を期する」と謳われている。同大
学では、後の 1970 年に 工学部に
情報工学科が設立された。現在こ
れらは融合し「情報学科」となっ
ている。
　また、東京大学では、1962年に
工学部の応用物理学科の改組によ
る「計数工学科」が設置されたの
が最初である。1970 年に理学部
附属情報科学研究施設が設立され
た。後の「情報科学科」の前身と
なっている。
　この時期は情報化社会の黎明
期にあたり、情報学の研究と教育
の重要性が強く認識され、ほかに
も東京工業大学理学部に情報科学
科、電気通信大学工学部と山梨大
学工学部に計算機科学科などが設
置された。さらに、80年代に入る
と情報処理技術者不足が叫ばれ、
情報工学系の学部・学科が次々と
新設された。最近の例を幾つか挙
げれば、社会科学分野と情報処理
分野の融合を狙った「経営情報学
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部」（多摩大学、1989）、コンピュ
ータ・サイエンスを専門に取り扱
う「コンピュータ理工学部」（会津
大学、1993）、ソフトウエアを指
向する「ソフトウエア情報学部」（岩
手県立大学、1998）、など特徴のあ
る学部学科が設置されている。
　この間、情報処理教育として何
を教えるべきか、随時検討がされ
てきた５）。基本的にはACMのモ
デルカリキュラムに沿った方向で
検討が行われ、各大学はその内容
を反映した教育カリキュラムを導
入してきた。近年では、1991 年
に策定されたCC1991を手本とし
1997 年に示された J97がある 16）。
これは、90年代の中盤に起こった
インターネットの爆発的利用の拡
大、ウエッブの登場などの変化に
は時期的に対応していない。現在
は、情報処理学会が、CC2001を参
考にしながら新たなモデルを策定
中で、2005年の春に提案を取りま
とめる予定で作業が進んでいる。
　現在、こうした情報処理教育を
受ける学生の規模は大きい。全国
の理工系情報学科が加盟する「理
工系情報学科協議会」４）による
と、情報処理に関連する関連する
学部・学科は全国で 130余り（大
学院を含めた 2004 年現在の会員
数は、274）である。大学学部と
大学院から年間に輩出される新卒
の総和は、概算で１万人強である。
6．問題点の整理
　ソフトウエア産業の側から、現
在の日本の情報処理教育に対する
不満を一言で表現すれば、実践に
対応できる人材育成がされていな
いという言葉に集約される。これ
に対しては反論もあろうが、総体
としての情報処理教育のアウトプ
ットと産業のニーズの間に乖離が
あることは否めない。以下では、
こうした状況の分析を試みる。
６‐１
日本の情報処理教育の特徴
　近年の情報処理に関する技術変
化が「劇的」であったのに対して、
大学のモデルカリキュラムへの対
応とその批准は「漸進的」であっ
たといえよう。
　その原因は、まず、新しい学部・
学科の成り立ちに遡る。工学部は、
土木、機械、電気、化学といった
20世紀中盤の主要産業を柱にして
成立している。このため、新しく
できる情報処理の学科は、主に電
気工学系からの「定員増」や「予
算要求」という形で成立した。
　また、日本の工学部の教育全般
として、大きな特徴と考えられる
点は、４年次における研究室配属
である。３年次までのマスプロ教
育の上に、仕上げはギルド的な雰
囲気の中で研究活動を通じた教育
を実施する。このことも、初めに
国立大学の工学部が、主に講座制
というより細分化した学問分野を
指向する単位によって成立したこ
と影響されていると考えられる。
教育組織を構成する個々の研究室
では、自分達にとっての特定の研
究領域に興味がある。また、研究
指向が強い大学ほど、教員の評価
は論文などの研究成果が主体とな
る。このため、組織全体として実
務教育や新しく誕生した領域を目
指すのは難しかったと考えられる。
　斬新な領域を狙って設立された
新設大学の場合も変革は容易では
ない。大学設置基準は平成３年の
「大綱化」という規制緩和を経た
ものの、最初の卒業生が誕生する
完成年度まで、同一のカリキュラ
ムを保障すること、また、入学時
点に学生に提示したカリキュラム
の内容を卒業まで保障すること、
などが求められる。これは、一定
の理念に基づいた教育を保障する
ためには不可欠であるが、技術進
化に対応するには不利に働く。
　総じて、これらの条件が影響し、
産業からの教育ニーズを反映しに
くい体制となっているといえよう。
６‐２
「エンジニアリング」
教育振興の必要性
　また、学部で達成されるべき「技
能」に関する基準が、特に米国
との比較において曖昧であるとい
える。「べつに、米国流の『技能』
に関する基準に合わなくても、質
のよい教育が提供できていれば問
題は無いではないか」、という主
張もありえる。しかし、ソフトウ
エアが製造物であるという考え方
のもとで、その生産に携わる人材
にも国際標準に準拠した技能が求
められる趨勢にある。
　1998年には、「エンジニアリン
グプログラム学位に繋がる教育プ
ログラムの同等性の認証協定」、別
名「ワシントンアコード」が結
ばれている。同協定にもとづく
JABEE（日本技術者教育認定機構）
により、技術者教育も国際的な基
準で評価されようとしている。こ
れに関しては、情報処理学会の情
報処理教育カリキュラム策定委員
会でも、外部評価や国際基準に則
ったアクレディテーションの導入
によって、情報処理分野における
社会的要請と教育内容の溝が埋ま
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ると考えている。このため、ソフ
トウエア産業へのアウトカムとし
て情報処理教育の充実を重視する
教育機関では、ソフトウエア・エ
ンジニアリング教育の強化が求め
られる。逆に言えば、そうした実
践により、その教育機関の市場競
争力が高まる効果も期待できる。
　しかし、アクレディテーショ
ンの実施は前途多難である。現
実には、いま国内の学部・学科
で、米国の評価機関であるABET
（The Accreditation Board for 
Engineering and Technology） の
審査基準にSE分野で合格すると
ころは皆無であろうというのが専
門家の見方である。これは、日本
の大学の質の問題というよりは、
北米との制度的な差異によるとこ
ろが大きいと考えられる。
　また、カリキュラムの内容充実の
方策として、アクレディテーション
だけに頼るのは不十分であると考え
られる。アクレディテーションは、
教育内容を技術進化に合致させる
努力の最終段階になる。そのため
は、カリキュラム上の問題だけで
はなく、教育機関全体の組織的対
応が不可欠である。
　これまでの議論に基づいて、以
下では、我が国の一般的な学部レ
ベルでの情報処理教育の実情を踏
まえつつ「ソフトウエア・エンジ
ニアリング」分野の内容をより充
実させるためには何が必要である
かという観点からの提言を行う。
　米国流の技術者教育に合わせ
る、という観点からは、既存のモ
デルカリキュラムに照らし、それへ
の準拠の状況を外部機関によって評
価するという方向がある。このた
めには、現行の教育内容を一部変
更する必要が生まれる。この負担
を軽減することが必要である。
　日本の大学では、教員の業績評
価で、学会論文の発表数を強く指
向する傾向がある。そこで、教員
が実務指向の教育を行うことに対
して明確なインセンティブを持ち
うるような配慮が必要である。例
えば、JABEE の審査項目には、
教員の教育成果を終身雇用を決定
するための条件に反映させるとい
うようなインセンティブ構造の有
無を問う項目が存在する。さらに、
組織的な対応には、教員の雇用方
針の転換、任期制の導入、定年年
齢の再検討、教員定員の柔軟な運
用等が想定される。
　実践的教育に意欲的な教員が、
実務環境で利用されているソフト
ウエア開発ツールの実習などを受
講することを支援する方策があっ
てもよかろう。同じ「プログラミ
ング演習」であっても、アルゴリ
ズム理解を指向したPascal言語に
よる演習と、現在実務環境で利用
されているオーサリングツールを
利用した Java コンポーネントに
よるウエッブ向け入出力インター
フェースの設計では、その内容は
180 度異なる。現在、業界で重視
されている「ITスキル標準」に関
連して、民間の研修サービス機関
が多様なコースを充実させている。
そうしたセミナーへ教員を派遣す
ることによって、新しい教育内容
を導入できる。そのための政策的
支援は有効であろう。
　また、教材の充実も必要である。
例えば放送大学が提供するビデオ
ライブラリとして実務家による実
践的な講義を蓄積すること、そし
て、それを授業の中で活用するこ
とを推奨することが考えられる。
また、一部の教育科目を外部に委
託することもありうる。具体的に
は、ネットワーク設備の基本原理
や運用方法、データベースシステ
ムの利用方法などが考えられる。
しかし、効率を重視したり、あま
りに実務的な教育内容では、大学
教育の本質的価値観に相容れない
点もある。一定のガイドラインが
示されたうえで、実施を促す施策
が望ましい。
　こうした、教育を受ける学生側
のインセンティブを高めるには、
一定の資格認定につながることが
7．政策提言
有効である。情報処理技術者資格、
技術士・技術士補資格や ITスキ
ル標準とカリキュラムの関係を検
討し、就業内容と試験科目の関連
性を分かり易くする必要がある。
こうした作業に対して学会が果た
す役割は大きい。
　産業の側は、一定の技能を持つ
卒業生を、資格などの取得状況に
応じて、給与面でも優遇しなくて
はならない。現在でも、情報サー
ビス関連企業の多くは、情報処理
技術者資格保持者に資格に応じた
給与の上乗せを行っている。学生
の学部における専門領域の選択に
も市場原理が働くことを明確に意
識する必要があろう。
　工学系大学の４年生で実施され
る卒業研究制度は、我が国独特の
教育方法で、伝統もあり大切にす
べき制度である。アクレディテー
ションもこの点を十分意識する必
要があろう。そのうえで、即効性
のある方策として、卒業研究を対
象に年間を通じたインターンシッ
プを民間企業と個別研究室が共同
で行うことが考えられる。インタ
ーンシップを受け入れる産業側の
メリットは、一定のスキルが保障
された学生を新入社員の候補とで
きることである。個別の企業とし
ての対応が難しい場合は、業界団
体との協力関係のもとで「インタ
ーンシップセンター」の実現等が
必要であろう。
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我が国の工学教育は、明治時代の
創設期には英国を手本にして成立
し、第二次大戦後は多くを米国の
システムを参考にしながら発展し
てきた。20世紀後半に日本が経験
した製造業における成功の一因に
は、諸外国との比較において、大
学で「エンジニアリング」を習得
した学生の量と質に拠るところが
少なからずあったのではないか。
　情報処理技術の拡大と普及、そ
れに伴うソフトウエア生産の量と
質の両面における変化は、ここ10
年程度の間に起こった劇的な変化
であるといえる。こうした技術的
変化を経て、ソフトウエアの生産
力と品質が国の競争力にとって重
要であるという認識が内外におい
て高まっている。そこで、ソフト
ウエア・エンジニアリング等のよ
り産業における実践よりの教育の
比重を増大させ、その質を一層高
める努力が技術政策上重要である
と考える。
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世界をリードする
日本型ゼロエミッション・システムの動向
̶素材型産業を中核とする循環の形成̶
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　循環型社会の構築に向けて技
術システムの転換が図られている
が、その過程で重要なキーコンセ
プトとなったのが「ゼロエミッシ
ョン」である。このコンセプトは、
1994 年に国連大学が提唱したも
ので、「持続可能な発展に向けた
経済・社会システム再編」という
プログラムの一環として開始され
た。そこでは、ゼロエミッション
について「全産業の生産工程を再
編成し、廃棄物がすべて原料とし
て活用されるような新しい産業集
団をつくるなどによって、廃棄物
自体がない循環型産業システムを
つくる試み」と定義されている。
　すなわちゼロエミッションは、
異なる工程、工場・業種、地域
間で廃棄物を循環利用できるシス
テム設計の概念であり、廃棄物の
出側の静脈と既存の動脈産業を有
機的につなげて産業クラスター
化し、一方で廃棄物であったもの
を他方で原材料としてカスケード
式に利用し、廃棄物の発生を極力
ゼロに近づけようとする考え方で
ある。なお、誤解のないように言
えば、「ゼロエミッション」は完
全に廃棄物が出ないことを表して
いるのではなく、概念として廃棄
物を最小化しようとするものであ
る。日本においては、ゼロエミッ
ションシステム形成に向けての研
究やビジネスモデル事業に対する
予算が投資され、これを契機とし
て地産地消型の小さな循環の輪か
ら全国レベルの大きな循環の輪ま
で、様々な規模スケールの循環シ
ステムが生まれた。特に注目され
るのは、鉄鋼業やセメント製造業、
非鉄精錬業などの素材型産業を中
心としたゼロエミッションシステ
ムであり、世界的にも類を見ない
循環システムへと成長している。
　科学技術政策研究所と㈱三菱
総合研究所が先に実施した、「科
学技術振興による経済･社会･国民
生活への寄与の定性的評価･分析」
調査１）においても、廃棄物処理お
よびリサイクル技術は、経済およ
び国民生活へのインパクトが大き
いと見られ、官民共同で進められ
た廃棄物の循環資源化技術システ
ムに関する研究開発が、少なから
ず現在の日本の技術システムの構
築に貢献したと思われる。一方、
素材型産業を中核とした循環シス
テムや個別要素技術の中でも急速
に発展したガス化溶融技術は、産
業セクター主導で設計、開発が行
われてきたが、そのインセンティ
ブとなったのが新たな環境規制な
どの導入である。特に、ガス化溶
融技術の場合、ダイオキシン類の
厳しい排出規制がその開発の誘因
となっており、高額なプロセスを
導入する際の補助金等が、自治体
の導入促進に寄与した。つまり、
導入支援の補助金等が間接的にプ
ラントメーカーの技術開発に寄与
したといえる。当該技術は当初は
海外から技術導入したものの、国
内で技術開発が進展した技術２）と
見ることができる１）。
2．内外におけるゼロエミッションの実状
1．はじめに
　海外における具体的なゼロエ
ミッションのビジネスモデルに
は、Eco Industrial Park（EIP）
などの用語が使われている。米
国の大統領諮問機関（PCSD：
President Council for Sustainable 
Development）は EIP について、
「製造業とサービス産業の企業が
構成するコミュニティであり、環
境及びエネルギーや水、物質と
いった資源のマネジメントの協働
を通じ、パーク内の企業は、集積
の利益を追求するとともに、その
個々の利益を最大化する。EIPの
目的は、環境負荷を最小化しつつ、
* ** ***
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参画する企業の経済パフォーマ
ンスを向上することにある。」と
している。米国では、PCSDの発
足に伴いEIP プロジェクトの国
家スケールの推進を決定し、米
国内の４地域が EIP 実証地とし
て指定され、現在までに国内の
十数地域において地域振興を含
めた環境調和型拠点の構想が進
められている３）。海外において
頻繁に取り上げられるEIP の例
を図表１に挙げる。またEIP の
代表例としてしばしば紹介される
Kalundborg のシステムイメージ
を図表２に示す。
　一方日本においては、ゼロエミ
ッションコンセプトの基に各地に
ゼロエミッション工業団地が既に
設置あるいは計画され、国におい
ても「エコタウン」に指定した地
域においてゼロエミッション型施
設整備への補助金による支援を行
っており、平成 15年４月現在で
18地域が指定されている４）。図表
３５）に日本のエコタウン指定地域
及び自治体が調整役となって進め
ている地域ゼロエミッション事業
のマップを示す。本稿で主題とす
る素材型産業との関連で言えば、
秋田県の非鉄精錬業や埼玉県等の
セメント製造業を中核とするシス
テムづくりなどが注目される。
　図表１　海外におけるゼロエミッション・システム形成の事例
各サイトの紹介ホームページ等を基に作成
場所 概要
Kalundborg
（デンマーク）
１つの自治体と５大企業（発電所、石膏ボード製造会社、医薬品製造
会社、製油会社、土壌改良会社）が参加するネットワークが主体にな
り、参加企業間でのそれぞれの廃棄物を原材料として取引利用。約 30
年前からスタートし、現在は 19のプロジェクトが稼動中。
Fairfield Ecological
Business Park
（米国）
地域の産業廃棄物や一般廃棄物の再生品、再資源化を行っており、主
なものとして、自治体排水処理スラッジのコンポスト化、自動車解体
物の各種リサイクル、食品残渣の飼料化などがある。
Gulf of Mexico
（メキシコ）
21の企業が 19の副産物の相互取引のフローを検討中。（鉄鋼スラグの
セメント原料利用、自動車シュレッダー残渣の製鉄所受け入れ等）
Montreal
（カナダ）
15の企業が参加し、副産物の相互取引のフローを検討中。（苛性ソーダ、
硫酸ナトリウムの製紙工場での受け入れ等）
　図表２　Kalundborg の産業共生
John R.Ehrenfeld and Marian R.Chertow 2001
　図表３　ゼロエミッション型の地域リサイクル事業（平成13年時点）
C国立環境研究所　地球環境研究総合推進費平成14年度報告書より抜粋
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３‐１
鉄鋼業
　鉄鋼業においては、鉄スクラ
ップの需要家（電炉メーカー）の
立場でリサイクルに貢献してきた
が、容器包装リサイクル法の制定
を契機にしたプラスチックリサイ
クルへの参入の動きには目を見張
るものがある。図表４６）に 2003
年度までの容器包装プラスチック
（法律に基づいて自治体が集めた
PETボトル以外のプラスチック）
の再商品化量の実績を示す。2003
年度には容リプラ 25万５千トン
の再商品化量のうち、７割程度
を鉄鋼業で受け入れており、製鉄
所のコークス炉や高炉における原
燃料として大量に有効利用されて
いる。鉄鋼業の受け入れポテンシ
ャルは、現在リサイクルされてい
ない廃プラスチック約 500万トン
（全発生量は約 1,000 万トン）の全
量の受け入れに匹敵し７）、今後の
動向が注目される。
　法制定過程の議論の中では、マ
テリアルリサイクル（材料リサイ
クル）や油化技術が技術的に優先
順位が高いとされていたが、鉄鋼
業への受け入れも結局フィードス
トックリサイクル（原料としての
リサイクル）の位置づけになり、
そのポテンシャルの大きさ、技術
的信頼性等から瞬く間に大きなシ
ェアを占めるに至った。しかし、
一方で当初注目を集めた油化技術
等の適用は、現在ではごく限られ
た事例にとどまっている。
　なお、ドイツにおいても指令に
基づく容器包装プラスチックの回
収が行われ、その一部は高炉還元
によりリサイクルされている。し
かし、その他の国においての事例
は見あたらない。
３‐２
セメント製造業
　一方セメント製造業では、セメ
ントの原燃料として多様な廃棄
物・副産物（石炭灰、廃油、再生
油、廃タイヤ、各種のスラグ、副
産石膏等）を大量に受け入れてき
た。セメント１トン製造当たりの
廃棄物・副産物の使用原単位は
1998 年度の 295kg から 2002 年度
で 361kg までになっており８）、５
年間で大幅に増加した。2010 年
度には 400kg までに引き上げる
ことを目標としている。図表５９）
にセメント産業で受け入れてい
る廃棄物・副産物の出所と種類等
を示し、図表６には最近の９）廃
棄物・副産物の使用実績の内訳
を示す。このように、大規模なセ
メント工場は、地域における廃棄
物の循環利用のフローを一気に転
換させるポテンシャルをもってい
る。最近では一般廃棄物の焼却灰
を原料としてセメントキルンに受
け入れ、「エコセメント」として
新たな素材を製造している。パチ
ンコ台や一般ごみ、各種有害廃棄
物（汚染土壌、特定フロン等）の
受け入れにも積極的であり、最近
発覚した青森・岩手県境の大量の
不法投棄廃棄物の受け入れ計画も
進んでいる。海外においてもセメ
ントキルンへの廃棄物の受け入れ
は注目されているが、その量的規
模やセメント製造量あたりの割合
は日本が群をぬいている。
３‐３
非鉄精錬業
　非鉄精錬業も今後の大きな廃棄
物等の受け皿である。従来から自
動車バッテリーの処理が行われて
きたが、最近では自動車リサイク
ル過程で発生する自動車破砕くず
（カー・シュレッダーダスト）、家
電リサイクルに伴う基盤類、一般
廃棄物の溶融飛灰など、金属資源
を含むあらゆる廃棄物の受け入れ
が進みつつある。図表７10）は、廃
棄物処理・リサイクル事業の主要
10 社の実績を基に作成した種類
別の受入状況である。リサイクル
材料として有償で受け入れる場合
と廃棄物として逆有償で受け入れ
る場合に分けて集計した。これを
みて分かるように、金属資源を含
む多様な廃棄物等を受け入れてお
り、銅や鉛、亜鉛などの他、金、銀、
白金等の貴金属を回収している。
　統計の存在する平成 11年度と
比較すると、リサイクル材料（有
償物）としての受け入れはほとん
ど変わらないが、廃棄物中間処理
3．素材型産業におけるゼロエミッションシステム形成の現状
　図表４　容器包装プラスチックの再商品化実績の推移５）
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　図表６　セメント産業における廃棄物・副産物の活用実績８）
単位： 廃棄物・副産物の使用量およびセメント生産量は 1,000 ｔ、使用量原
単位はkg/t- セメント
出典：セメントハンドブック
2000年度 2001年度 2002年度
高炉スラグ  12,162 11,915 10,474
石炭灰  5,145 5,822 6,320
副産石こう  2,643 2,568 2,556
汚泥・スラッジ  1,906 2,235 2,286
非鉄鋼滓など 1,500 1,236 1,039
製鋼スラグ 795 935 803
燃えがら・ばいじん・ダスト 734 943 874
ボタ 675 574 522
鋳物砂 477 492 507
廃タイヤ 323 284 253
再生油 239 204 252
廃油 120 149 100
廃白土 106 82 97
廃プラスチック 102 171 211
その他 433 450 942
合計 27,359 28,061 27,238
セメント総生産量 82,373 79,119 75,479
使用量原単位 332 355 361
　図表５　セメント産業で受け入れている廃棄物・副産物の発生元及び種類８）
民間／自治
体の区分
民間の発生業種／自
治体の発生施設など 廃棄物・副産物の種類
セメント製造工程での
活用方法
民間事業者
鉄鋼 高炉スラグ（水砕）、高炉スラグ（徐冷）、集塵灰 原料／混合材
電力
石炭灰、重油廃
排煙脱硫石膏
原料／燃料／混合材
混合材
非鉄金属 スラグ、スラッジ、鋳物砂、石膏 原料／混合材
化学 廃プラスチック、石膏、スラッジ 原料／燃料／混合材
自動車 鋳物砂、塗料滓、古タイヤ 原料／燃料
石油 廃白土、廃油、廃触媒、スラッジ、オイルコークス 原料／燃料
建設 廃石膏、ボード、畳 原料
建材 ボードくず、スラッジ 原料
紙パルプ スラッジ、焼却灰 原料
印刷 廃プラスチック、焼却灰 原料／燃料
農業 廃プラスチック 燃料
漁業 貝殻、ウロ 原料／燃料
食品
廃珪藻土、廃プラスチック、焼酎かす、スラッジコーヒー
かす、ビールかす、廃ジュース
原料／燃料
電子・電気 廃プラスチック、廃トナー、スラッジ、フロン 原料／燃料／分解処理
レジャー 廃パチンコ台 原料／燃料
自治体
浄水場 浄水発生土 原料
下水処理場 下水汚泥 原料／燃料
都市ごみ焼却場 焼却灰、ばいじん 原料
その他
都市ごみ（生ごみ）
フロン
原料／燃料
分解処理
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４‐１
経済的優位性
　素材型産業を中核としたゼロ
エミッションシステムがこれほど
までに拡大した最大の要因は、高
炉やセメントキルン炉、非鉄精錬
炉など既存プロセスを活用するこ
とによって初期投資が大幅に削減
できた点である。また、廃棄物処
理業の許可を取得することで、廃
棄物処理費の徴収が可能になった
点も大きい。これまでは、「廃棄
物」として受け入れると廃棄物処
理法上の廃棄物処理業の許可が必
要になり種々の制約を受けること
から、場合によっては素材型産業
は原材料費を払って「原材料」と
して廃棄物を購入し受け入れてき
た。しかし、処理業の許可を取得
し、「廃棄物」として受け入れる
ことによって逆に処理費を受け取
ることが可能になり、大きな利益
が生まれることになった。このよ
うな経営転換は、素材そのものの
生産・需要量が減少するなかにあ
って、生産型の動脈産業から廃棄
物処理型の静脈産業へのウェイト
の拡大であると理解される。
　国の補助金による支援策も少な
からず効果を発揮していると考え
られる。特に、ダイオキシン問題
や最終処分の適正化問題が生じた
1990 年代には、対象廃棄物拡大
や高品質スラグ生成、発電の高効
率化等の目的で厚生労働省、経済
産業省、文部科学省、環境省によ
り、メーカーに対し研究開発資金
が提供された１）。また、エコタウ
ンの指定によって、地域内に建設
される循環型の施設に対して、一
定の助成を受けることが可能にな
った。これは新規に施設を建設し
なければならない場合、大きな支
援効果を生んでいる。
４‐２
個別リサイクル法の効果
（環境政策的要因）
　拡大製造者責任（EPR）の概念
の下に制定されてきた容器包装リ
サイクル法、家電リサイクル法、
建設リサイクル法、食品リサイク
ル法及び自動車リサイクル法など
の存在も、現在のシステム構築に
は不可欠であった。素材型産業と
の関連で言えば、先にも述べたよ
うに容器包装リサイクル法の下に
自治体で回収された容器包装プラ
スチックのうち、ペットボトルを
除いた「その他プラスチック」の
大部分は、鉄鋼業において高炉
還元剤やコークス原料としてリサ
イクルされている。家電リサイク
ル法においても、法律に基づく再
商品化工場に非鉄精錬業のプロセ
スが指定されている場合や、法律
の下で明確に指定されていない場
合でも、家電リサイクル法ルート
で流れてきた廃基盤等の非鉄精錬
業への受け入れが活発である。今
後自動車リサイクル法の影響で廃
自動車のシュレッダーダストの受
け入れも本格化するものと思われ
る。さらに建設リサイクル法の下
では、建設廃木材のチップ化によ
る紙･パルプ製造業への受け入れ
も増えている。また、個別のリサ
イクル法だけに基づいたものでは
ないが、セメント製造業も先に述
べたように廃タイヤや廃木材等の
受け入れを行ってきている。
　このように、個別リサイクル法
によって強制的にマテリアルが回
収され、容器包装リサイクル法、
家電リサイクル法などのように、
製造者あるいは排出者によって
リサイクル費用が支払われること
で、十分な収益性が確保される仕
掛けができている。
　図表７　非鉄精錬業における廃棄物等の受け入れ実態（2002年度）
4．世界をリードする日本型ゼロエミッションシステム
としての受入量は３割強も増加し
ている 10）。平成８年の廃自動車等
のシュレッダーダストの埋立規制
の強化に伴うシュレッダーダスト
受け入れや、家電リサイクル法施
行を契機とした廃家電（プリント
基板やブラウン管鉛ガラス等）の
受け入れが増大しているほか、汚
泥や汚染土壌の受け入れが特に増
えている。廃家電については、秋
田県エコタウン事業内の非鉄精錬
プロセスは、家電リサイクル法に
おける再商品化工場の指定も受け
ており、東北ブロックの廃家電の
受け入れ先となっている。
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４‐３
技術の信頼性と
受入ポテンシャルの優位性
（技術的要因）
　ゼロエミッションコンセプトの
基に、素材型産業を中核としたシ
ステムに廃棄物処理が一面的に進
んだのは、共に 1,000 度を超える
高温の熱プロセスを有している点
も見逃せない。多様な性状をもち、
一部有害物質を含む廃棄物に対し
て高温処理及び高度な排ガス処理
により安全面を確保できることか
ら、技術的な信頼性が高かったこ
とが大きな優位性になった。
　また、多量の受け入れポテンシ
ャルを有することも、大きな理由
である。全国の素材型産業プロセ
スを活用すれば、あらゆる廃棄物
を大量に飲み込めるポテンシャル
を持っている。
5．ゼロエミッションシステムの研究開発に向けての方向性と
 日本型モデルの提案
　素材型産業を中心としたゼロエ
ミッションシステムを世界的に見
た場合、同様の試みはあるものの、
廃棄物処理に大きな貢献をしてい
る実績はほとんどなく、フローの
量と種類において日本は突出して
いる。日本において素材型産業を
中核としてゼロエミッションシス
テムが実際に機能している点は、
世界的に注目に値することから、
世界に通じる日本型ビジネスモデ
ルになる可能性がある。
　このような日本型モデルをさら
に進化させていくためには、既存
プロセスにそのまま廃棄物を投入
するだけでなく、さらに何らかの
質転換プロセスを加えることによ
って、製品化する技術の開発が必
要である。その好例として廃棄物
溶融プロセスと、廃プラスチック
のガス化／化学原料化プロセスの
例を紹介する。
５‐１
廃棄物溶融プロセスと
非鉄精錬プロセスの連結
　近年、非鉄精錬業では、急激に
増加しつつある一般廃棄物の溶融
施設から発生する溶融飛灰を山元
還元として受け入れ始めている。
溶融飛灰は銅、鉛、亜鉛などを高
濃度で含み、品位の高い原料とな
りうる。このような素材型産業と
廃棄物溶融プロセスとの連結は海
外では例が無く、日本型モデルと
して世界に通じるシステムになる
可能性がある。
　このようなシステムが形成され
た最大の理由である廃棄物溶融施
設の増加は、ダイオキシン類の問
題や廃棄物埋立地の不足を背景と
しており、ダイオキシン類対策特
別措置法の制定や国の補助金によ
る誘導施策が強く影響している。
図表８11）に溶融施設の累積竣工数
の推移を示す。法律に基づく、平
成 14年 12月からのダイオキシン
類対策の本格施行に合わせて、溶
融施設数は前年度に比較して倍増
している。
　このような状況は、世界的に見
ても日本特有のものである。図表
９12）には世界のいくつかの国に
おける一般廃棄物の処理状況を示
す。データは多少古いが、国土が
狭い国々では焼却処理や再生利用
の割合が高く、可能な限り埋立量
を減らす政策をとっている。特に
　図表８　溶融施設の竣工数の推移 11）
C国立環境研究所調査（2003）
　図表９　海外諸国の一般廃棄物の処理状況 12）
OECD Environmental Data Compendium 2002 を基に作成
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日本は焼却の割合が高く、4千万
トンもの焼却量は世界トップであ
る。そのような中にあって、さら
に溶融化が日本では進んでいる。
初期の技術は欧州から導入された
ものが多いが、運転管理技術も含
めて溶融技術の成熟度は世界で群
を抜いている。溶融技術には、焼
却後の焼却灰を電気や燃料を用い
て溶融する技術（灰溶融技術）と、
廃棄物を直接ガス化させて溶融す
る技術（ガス化溶融技術）がある。
特に後者のガス化溶融技術は世界
的な開発競争が行われたものの、
実際に稼働している施設数につい
ては日本が圧倒的に多い 13）。日本
のプラント製造企業の研究開発投
資は過剰と思われるほど大きなも
ので、世界的にも極めて高い技術
レベルに達している。
　図表 10に現在形成されたシス
テムのフローを示す。本来はごみ
処理としての機能を担う廃棄物の
溶融プロセスが、金属分離・濃縮
プロセスとしての機能を果たして
おり、非鉄精錬プロセスへの受け
入れを可能にする質転換技術とし
て位置づけられている。この図表
10で興味深いのは、すでに埋め立
てられた一般廃棄物を埋立地延命
化を意図して掘り起こし、溶融施
設に投入してスラグ利用や溶融飛
灰の山元還元によって金属資源を
リサイクルしようとする動きであ
る。環境省の施設整備の補助対象
となっており、ある意味で「過去
の負の遺産」の解消も意図して世
代をまたがる金属資源サイクルを
形成する試みであるとも言える。
非鉄精錬業の側からみれば、廃
棄物埋立地が「都市鉱山（urban 
mine）」となる可能性もある。
　また、大規模な不法投棄問題
として大きく取り上げられた豊島
の不法投棄物は、近隣の直島に建
設された溶融施設に投入され、そ
の溶融飛灰は同じ直島に立地する
非鉄精錬プロセスで受け入れられ
ている。これもまた、「負の遺産」
を金属資源サイクルに組み込む試
みとして注目される。
　経済的側面からも、一般廃棄物
処理の場合は公共のサービス事業
として運営されていることから、
当然のこととして経営的基盤が
強固であり、公共（市町村）から
見ればこれまで埋立処分されてい
た溶融飛灰を逆有償であっても費
用を払って非鉄精錬業に引き取っ
てもらうほうが経済的に有利であ
る。また非鉄精錬業からみても処
理費用を受け取ることができ、相
互にメリットがある。
　一方、複雑な組成をもつ混合系
の生活系ごみは、ほとんどの国で
自治体（municipality）の公共サ
ービスとして処理がなされ、これ
までは埋立が主であったが、国土
の狭い欧州では欧州指令によって
焼却等により無機化したものしか
埋め立てることができないことに
なった。リサイクルの方向は揺ぎ
ないが、今後欧州の国々は、日本
のように焼却化の割合を高めざる
を得ない状況になっている。図表
10のような日本型ゼロエミッショ
ンシステムは、今後欧州の廃棄物
管理政策の下でも通用する技術シ
ステムになる可能性が高い。
５‐２
廃プラスチック等のガス化／
化学原料化プロセスと
化学コンビナートの連結
　もうひとつの質転換プロセスの
例は、廃プラスチック等のガス化／
化学原料化プロセスと化学コンビ
ナートの連結である。図表 11に、
システムの概要を示す。容器包装
プラスチックをガス化し、水素を
取り出して化学コンビナートに連
結し、アンモニア等の製造を行う
システムの例である。コンビナー
ト内では各種製品の原料となる酸
素と窒素を空気から製造しており、
その酸素の一部をガス化反応に使
う。窒素の一部はガス化プロセス
から生じる水素と反応させてアン
モニアを製造するために使われる。
アンモニアは合成樹脂素材や肥料
等の原料となる。ガス化プロセス
から生じる副生成物としてのスラ
グや金属・ガラス、塩、硫黄など
もリサイクルされている。ガス化
プロセスが、まさに化学コンビナ
ートに連結するための質転換プロ
セスとして機能している。
　容器包装リサイクル法の下で、
十分な供給量とリサイクルのため
の費用を確保できることから、先
　図表 10　廃棄物溶融プロセスと非鉄精錬プロセスを
 連結させたゼロエミッションシステム
38
科学技術動向　2004 年６月号 世界をリードする日本型ゼロエミッション・システムの動向　̶素材型産業を中核とする循環の形成̶
39Science & Technology Trends   June  2004
特集3
の図表４からもわかるように急
速に再商品化量は拡大し、すでに
10％のシェア（図表４の合成ガス）
を占めるに至っている。また、新
たに建設が必要であったガス化施
設建設への助成がエコタウン指定
によってなされた点も大きな支援
策になった。
　以上の二例は複雑な性状をもつ
混合系廃棄物を熱分解ガス化／溶
融技術を用いた質転換プロセスを
通して、既存の拠点型の素材型産
業プロセスに連結していく試みで
あり、今後のゼロエミッションシ
ステム形成の大きな流れになると
考えられる。図表11のプロセスは、
廃プラスチックだけでなく、バイ
オマス等のその他のガス化が可能
な廃棄物の混合系廃棄物にも応用
可能であり、千葉県で既に稼働し
ており、水島地域でも建設計画が
進んでいる。世界的にも熱分解ガ
ス化による化学原料化技術の開発
は注目されているが、商業ベース
での運転実績は日本が多い 13）。
　また、両者に共通の成立要件と
して、法的強制等による物の供給
体制の確立、廃棄物処理業として
の処理費用徴収や公共の関与、新
たに施設整備する場合の建設費
助成等による経営基盤の確立など
も、システム形成に大きな役割を
果たしており、技術システムだけ
でなく、その形成を支えた社会経
済システムも含めて、日本型モデ
ルとして世界に提案できるものと
なろう。特に今後廃棄物問題がク
ローズアップされるのは、中国を
中心とする東アジア諸国であり、
これらの国々ではインフラ整備が
急速に進行しており素材型産業も
大きな伸びを示している。今後、
環境規制の条件が整うことを前提
にして、本稿で提案する日本型モ
デルの適用のターゲットとして、
大きなポテンシャルを持っている
と言える。
　ゼロエミッションシステムの
本来のコンセプトは、異なる多産
業間の連鎖システムの形成である
が、日本で形成された素材型産業
を中核とするシステムは、結果的
に素材型産業対産業の繋がりが集
合された拠点型システムである。
生態システムと同様に、システム
が多様性を失うと脆弱になると考
えられ、何らかの要因で拠点とな
る素材型産業が廃棄物の受け入れ
をストップすると、たちまちシス
テムは破綻する可能性もある。し
かしながら、前述したように、現
段階では法的な後ろ盾もあり経済
的条件で圧倒的な優位性をもって
いることは否定できないし、短中
期的には安定性をもったシステム
であると思われる。
　しかし、ある意味で「リサイク
　図表 11　容器包装プラスチックのガス化
 プロセスと化学コンビナートとの
 連結によるゼロエミッションシステム
昭和電工譁パンフレットを基に作成
6．日本型ゼロエミッションシステムの確立に向けての課題とまとめ
ル至上主義」で進んできた結果、
見落とされている落とし穴はない
だろうか。その一つを「安全・安
心」の側面から見ることができる。
ゼロエミッションプロセスから生
産される製品の安全性の問題であ
る。すなわち、廃棄物をセメント
キルンに受け入れて製造したセメ
ントや非鉄精錬プロセスから副産
物として生産される非鉄精錬スラ
グの安全基準が、環境 JISにおけ
る品質基準やグリーン購入法にお
ける特定物品の判断基準などの中
で議論され始めた途端に、ボトル
ネックになる可能性がある。廃棄
物の受け入れに伴って、重金属の
ような保存性物質は製品中に残存
し蓄積している場合も多いからで
ある。非鉄精錬プロセスでは、生
産する金属素材の純度を高めるた
めに、逆に不純物としての有害金
属は非鉄スラグに移行することに
注意が必要である。しかし、これ
まで非鉄スラグは有償取引されて
いたことから、廃棄物処理法の適
用を受けずに一般製品の扱いで市
場に流れていたため、安全性に関
する品質要件は存在しなかった。
再生製品に関する安全性の問題が
注目されてきた状況の中で、廃棄
物に対する安全基準と同等の規制
を受けると、これまでの「製品」
が「廃棄物」化してしまう可能性や、
生産プロセスへ廃棄物の受け入れ
を拒否せざるを得ない状況が生ま
れてくる可能性も否定できない。
　今後、一般製品から再生製品、
廃棄物までをカバーする安全基
準の体系的な考え方を早急に構築
しなければならない。そうしなけ
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れば、社会（消費者等）に対して
受容されない状況にもなりかねな
い。また、日本型モデルを世界に
提案していくためにも、安全基準
の体系化の議論自体も、国際的な
標準化に関するハーモナイゼーシ
ョンの文脈の中でなされるべきで
あろう。以上が日本型ゼロエミッ
ションシステムの確立に向けて残
された最大の問題点である。
　その他、発生抑制（Reduce）、
再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）
の優先順位、あるいはリサイクル
の中でもマテリアルリサイクルを
重視すべきなのかなど、ライフサ
イクル全体での考慮の基に、合理
的な議論をくみ上げていくことが
今後の課題であろう。
　いずれにしても、このような課
題を克服することにより、廃棄物
の質転換プロセスを通して既存の
拠点型の素材型産業プロセスに連
結された日本型ゼロエミッション
システムは、システム形成を支援
する社会経済的条件やシステムを
構成する熱分解／ガス化技術など
の新規の質転換技術を含めて、世
界をリードする産業システムモデ
ルとなる可能性がある。したがっ
て、国としても世界市場を睨んだ
一層の研究開発や海外への技術移
転等を積極的に支援することが望
40
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　昨今国内では、大きな産業事故
の発生また検査記録の不実記載な
ど、安全に関する信頼が揺らいで
いる。すでに成熟社会となりつつ
ある我国は、膨大な社会・産業イ
ンフラ資産を有しており、これら
の資産を大切に維持、活用するこ
とが重要な時代になっていると考
えられる。そのような中で、世界
との比較でいえば、かなり厳しい
規制のあるにもかかわらず、我が
国で問題が多発する原因を詳細に
解析し、安全で安心な社会を維持
するための保全に関する技術の整
備が急務といえる。
　上記トラブルの原因として、社
会および産業インフラを構成する
多くの構造物の老朽化、保全関係
技術者の減少、技術伝承の不備、
時代遅れの規制などの問題が指
摘されている。一方で、国際競争
の激化の中で、すべての製造業に
おいてはコストダウンは必須であ
り、プラントの効率的運用が求め
られている。つまり老朽化した設
備においても安全を損なうことな
く、低コストで維持するための技
術開発、人材育成、関連政策の整
備が極めて重要である。
　そのような中で、欧米から始ま
ったリスク（破損の起きる確率×
破損による被害の大きさ）を基準
にした維持管理手法であるRBM
（リスクベースメンテナンス）が
最近注目されている。RBM手法
は、リスクの大きさを指標に保全
の優先順位を付けることで、無駄
な検査を省略し、リスクの大きい
ところに優先的に投資がなされる
という合理的な手法である。安全
安心社会とは、全ての構造物のリ
スクが許容値以下になっているこ
とと定義でき、RBM手法は我国
での定着が期待されている。
　さらに、社会および産業インフラ
の延命は大量の廃棄物の削減をも
たらすので、環境保全の観点から
も既存インフラの長期の安全な活
用方法の確立は急務となっている。
特集膕
構造物保全技術と
リスクベースメンテナンス（RBM）
客員研究官　木原　重光
1．背　景
　現存する構造物の多くは、材料
としてコンクリートと鉄鋼が主に
使われている。構造物が安全に運
用されるということは、言い換え
ると破損せずに運用されるという
ことである。構造物の使用中の破
損は、構成材料であるコンクリー
トや鉄鋼固有の破壊機構によるも
のである。我々がコンクリートや
鉄鋼を構造材料として使用してき
た歴史は長く、多くの破壊事例を
経験し、破壊機構の全てが解明さ
れているといえる。
２‐１
破壊機構
　コンクリートと鉄鋼について解
明されている破壊機構を以下に述
べる。
盧コンクリートの破壊
　コンクリートの使用中破壊は、
図表１に示す機構によってコンク
リートの強度が低下（劣化）し、
繰返し、衝突、地震荷重などによ
って破壊、剥落することによって
発生する。
盪鉄鋼の破壊
　鉄鋼の使用中破壊は、図表２に
示す機構によって発生する。
２‐２
寿命予測
　解明されている破壊機構につい
て、これらの破壊を予測（いつ、
どこで発生するかを知る）できれ
ば、安全な運用が可能である。そ
れぞれの破壊機構ごとに寿命予測
技術の研究開発が行われてきた。
　コンクリートおよび鉄鋼の破
2．構造物の保全に関する技術の現状
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壊機構の中で、鉄鋼のクリープ破
壊に対する予測（寿命評価）が最
も進んでいる。ボイラ、タービン
などのように高温で使用される設
備では、クリープは不可避である
ため、クリープを許容する設計が
なされる。従って、寿命評価をし
ながら継続使用することになるた
め、寿命評価技術の確立が不可欠
であり、寿命予測の研究はクリー
プ破壊に対して最も進んでいる。
一方、疲労および腐食は設計時に、
これらを回避するように設計され
ており、それらの発生を防止する
手法に研究の重点が置かれ、疲労
および腐食に関する寿命評価手法
の確立は十分とはいえない。
　火力発電用ボイラの伝熱管の
クリープ寿命評価の例を以下に
示す。図表３はボイラ鋼管が高温
の一定荷重下で時間とともに変形
が進展し、最終的に破断する現
象（クリープ曲線）を示してい
る。図中に示す写真は、クリープ
変形の進展とともに材料内部で組
織変化が起こっていることを示し
ている。寿命予測は、対象となる
部材が現在、全寿命のどの位置に
あるかを非破壊的手法で知ること
である。この図からボイラ鋼管の
ひずみ量、組織変化の度合いの計
測によって、全寿命のどの位置に
あるかを知ることができることが
分かる。鋼管の数％程度の変形量
の直接計測は特別なケースを除い
て難しいが、管表面を研磨して組
織変化を観察すること、超音波を
用いてボイド、微小亀裂を検知す
ることは可能である。現在ボイラ
鋼管の寿命は他のパラメータ（材
料硬さ、析出物特性、電気抵抗な
ど）を用いて評価する方法も開発
されている。経済産業省のボイラ
定検周期延長指針では、計算など
の簡便法で求めた消費寿命率に対
して、図表４に示すいずれかの方
法で寿命を詳細に予測して十分な
寿命が確認できれば、定検周期を
2年から 4年に延長できると定め
　図表２　鉄鋼の破壊機構と概要
破壊機構 概要
疲労
金属材料は静的負荷条件では破壊しない荷重でも、荷重の繰返しによっ
て破壊に至る。疲労破壊と呼ぶ。一定の応力（疲労限）以下では、疲労
は起こらないので、通常、疲労が起こらないような負荷応力になるよう
設計されるが、予期せぬ応力集中などによって疲労破壊が起こる。鉄鋼
材料の破壊現象の中で、最も頻度の多い破壊機構である。
???
?
全面腐食
均質な表面に均質な腐食媒体（化学物質など）が接触し、均一に腐食が
進行（肉厚現象）するもので、腐食を検知しやすい。
局部腐食
（孔食）
表面形状の不連続、腐食媒体の流れの不均一などによって、局部的に腐
食が進行するもので、深さ方向への侵食が速く（ピット状）検知が難しい。
応力腐食
割れ（SCC）
応力の存在下で割れ状に腐食が進行するもので、割れ進展速度が速く。
最も危険な腐食現象である。ステンレス鋼の塩素イオン下でのSCCが最
もよく知られている。
クリープ
金属材料は常温では変形、破壊の発生しない負荷条件でも、一定の温度
以上では時間とともに変形が進行し、破壊に至る。これをクリープ（ま
たはクリープ破壊）と呼ぶ。
材料特性劣化を
原因とする脆性
破壊や腐食損傷
金属材料は高温で拡散によって原子が移動し、組織変化が起こり、材料
特性の低下が起こる。材料特性の低下後は、これまでの使用条件でも破
損が起きる。例えば、
蘆 一定期間高温での使用後の鞭性の低下（焼戻し脆化、クリープ脆化、
475℃脆化、シグマ相脆化など）による脆性破壊
蘆耐食性の低下（鋭敏化など）による腐食損傷
　図表３　Cr-Mo 鋼のおけるクリープ損傷の進展模式図
　図表１　コンクリートの劣化機構と概要
劣化機構 概要
中性化
主に大気中の二酸化炭素や雨水の浸透によってコンクリートの結合が
低下し、鉄筋を腐食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割
れが発生する。
塩　害
海水などから来る塩化物イオンがコンクリート中を浸透し、鉄筋を腐
食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割れが発生する。
凍　害 コンクリート中の水分の凍結により膨張、ひび割れが発生する。
アルカリ骨材反応
製造時に塩化物イオンが含まれていた場合（海砂の使用など）、時間経
過とともに骨材と反応して、コンクリートの結合が低下し、鉄筋を腐
食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割れが発生する。
化学的腐食
化学薬品などに接する環境で使用される場合、腐食性物質の浸透によ
って、コンクリート強度の低下および鉄筋の腐食が起きる。
疲　労 荷重が繰り返されることによって、コンクリートにひび割れが発生する。
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ている。
　火力発電用ボイラでは、保全に
おいて寿命評価手法が活用され、
寿命の合理的延伸が図られてい
る、最も進んだ例といえる。全体
的に鉄鋼構造物の寿命診断はかな
り進んでいるといえるが、全ての
社会、産業インフラについて、寿
命評価指針が確立され合理的な保
全が実施されることが望まれる。
　また、コンクリート構造物は鉄
鋼構造物より大きな安全率で設計
され、地震災害など以外、通常使
用下での劣化による大きな破損事
故が未だ発生していないので、寿
命評価の必要性が低く、研究は未
だ十分ではない。図表５１）に塩害
による劣化過程の模式図を示す。
定性的には劣化過程は明らかにさ
れているが、劣化度を測る具体的
手法の開発はこれからである。50
年を超えるコンクリート構造物が
増えてくる近い将来に向けて、寿
命予測技術の研究開発が強く望ま
れる。
２‐３
技術以外の問題点
盧保全を担う人材
　これまで安全な運用を行ってき
たのは、設計、保全関係の熟練技
術者であった。我国では 1960 年
後半からの高度経済成長期に各種
プラントの建設ラッシュがあり、
多数の優秀な技術者がそれらの建
設に関わり、現場での貴重な知識、
経験を得た。その後、彼らがプラ
ントの保全に関わり、熟練者とな
って、プラントの安全操業を支え
てきた。また、研究においても構
造材料の研究開発は 1970 年代に
ピークを迎え、材料開発のみなら
ず上述した破壊機構の研究に多数
の研究者が関わり、機構解明およ
び予知技術の開発が進展した。し
かし、近年プラント建設は激減し、
構造材料の開発も一段落して、現
場技術者が経験を積む機会がなく
なり、構造材料の研究も極めて不
活発になっている。さらにコンピ
ュータによる計測や制御の進歩に
よって現場の合理化が進み、保全
技術者の数が減少している。
盪国際化
　従来の日本ではすべての社会、
産業インフラは、国内で製造され
た材料を用いて、国内で設計、製
作されていた。しかし近年、国際
化の波の中で外国製品（材料を含
む）の導入が進んでいる。国内製
品は規格基準の幅の上限に近い品
質のものが多いが、外国製品は、
下限を含む品質に大きなばらつき
がある。均質で高い品質の製品に
馴染んできた我が国にとって、ば
らつきの大きい製品を安全に保全
するための新たな対応が必要とな
っている。具体的には、外国製品
の規格・品質データベースの確立
などが望まれる。
　図表４　指針に示されている非破壊的クリープ損傷評価法
??
?
硬さ測定法
結晶粒変形法
組織対比法（母材）
炭化物組成測定法
析出物粒間距離法
??
??
?
硬さ測定法
炭化物組成測定法
電気抵抗法
超音波法
Aパラメータ法
ボイド面積率法
ボイド個数密度法
組織対比法（溶接部）
 ０ クリープ損傷率（％） 100
　図表５　コンクリートの塩害による劣化進展モデル
